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（１） アンチモン 

① 価格の動向 

 アンチモンの需要は、三酸化アンチモン、金属アンチモン及び三硫化アンチモンに区分

されるが、うち三酸化アンチモンの需要が最も大きく、主要用途は難燃助剤向けである。

一方、金属アンチモンは鉛電池に利用されている。そのほか、鉛や錫等の金属の高硬度化

や被切削性や耐摩耗性を向上させる特性から、快削鋼、軸受に使われる減摩合金、硬鉛鋳

物などに用いられる（JOGMEC、2014）。 

 アンチモンの生産シェアは 1980 年頃までは 10％強であったが、1980 年代後半頃から安

値攻勢の結果として急激にシェアを伸ばし、2011 年の中国における鉱石生産量は世界の

90％を占めるに至っている（図 1）。 

 

 

（JOGMEC、2011） 

図 1 アンチモン鉱石の生産シェア 

 

 アンチモン地金の価格は 1994 年後半に約 6,000US$/t の一時的なピークをつけた後に下落

に転じたが、2002 年頃から地金価格は緩やかな上昇傾向を示した（図 2）。2008 年後半に

は再び 6,000US$/t 超のピークを付けたが、2008 年のリーマンショックの影響によって 2009

年前半には 4,000 US$/t 程度に急落した。しかし、2009 年後半には地金価格は 4,000 US$か

ら再び上昇に転じたが、2010年後半にはその上昇速度を速めて 2011年前半には 16,000 US$/t

の最高価格を記録した。その後、世界的な不況の影響を受けて下落に転じたが、2012 年前
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半時点の地金価格は 14,000 US$/t と高止まりしている。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 2 アンチモン地金の価格動向 

 

② 生産量及び消費量 

 アンチモンの鉱石生産量及び消費量を図 3 に示す。前述の通り、アンチモンの鉱石の生

産は、1980 年代後半から中国がシェアを拡大し、1995 年以降は中国のシェアが 80%以上を

占め、その後も中国のシェアは拡大して 2012 年時点では 90%以上となっている。そのため、

図 3 で示した鉱石生産量の 80～90%は中国の鉱石生産量である。 

 鉱石生産量は年平均で示されているが、その傾向は地金価格の推移とほぼ同様であり、

1990 年代後半から 2002 年頃にかけて鉱石生産量は 110～140（純分千 t）の範囲で横ばいも

しくは緩やかな増加を示すが、2003 年からは増加して 2007 年の生産量は 181.6（純分千 t）

となる。2008 年はリーマンショックの影響を受けて 119.5（純分千 t）に急減するが、翌年

2009 年以降は増加傾向に転じている。 

 アンチモンの消費量はデータが少なく、その傾向を詳細に把握できない。また、断片的

な消費量と鉱石生産量を純分量で比較するとその差は±45%程度であり、スクラップの利用

量や最近利用が進んでいるファインケミカル製品量（JOGMEC、2011）等の不確かなデータ

が含まれている可能性がある。 

 

176



 

付 I-3 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

 

JOGMEC（2014） 

図 3 アンチモン鉱石の需給動向 

 

（２） インジウム 

① 価格の動向 

 インジウムの最大の用途は FPD（フラット・パネル・ディスプレイ）向けの ITO ターゲ

ット材である。ITO ターゲット材市場では JX 日鉱日石金属をはじめとし日系企業のシェア

が高く、その母材原料となるインジウムの需要も結果として日本が大部分を占めている。

インジウムの生産は世界的に ITO ターゲットの工場での回収品が多くを占めている。新地

金の場合、インジウムは主に亜鉛精錬の副産物として生産されており、その生産量は亜鉛

の生産量に連動する（JOGMEC、2014）。 

 表 1 に一次及び二次地金の世界需給を示す。これによれば、2003 年以降、中国と日本の

一次地金供給量は、合わせて世界の供給量の 60％程度を占めており、その寡占度は高い。

ただし、インジウムは亜鉛等の鉱石からの副産物であるため、一次地金の寡占度だけでは

全体の寡占状況を把握することはできない。また、二次地金供給量にある通り、インジウ

ムのリサイクルについては、他のレアメタルと比較してかなり進んでる状況にある（南、

2010）。 

 表 4 にインジウム地金の価格動向を示す。インジウムの地金価格（年平均）は 2008 年の

リーマンショックの影響を受けて 2009 年に底を打った後に回復傾向を示したが、2011 年に

ピークを記録した後には世界的な不況により再び下落に転じ、2013 年には横ばい状態とな
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っている。 

 

表 1 世界のインジウム需給 

（t） 

 
（南、2010） 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 4 インジウム地金の価格動向 

 

② 生産量及び消費量 
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 インジウムは亜鉛鉱石の副産物として生産されるため、インジウムの供給量は亜鉛鉱石

の生産量に大きな影響を受ける。参考として図 5 に亜鉛地金の需給バランスを示す。亜鉛

地金の需給バランスでは、2001～2002 年に供給過剰であったが、2003 年から消費が進み、

2004～2006 年には供給不足となった。しかし、2007 年から供給過剰の傾向となり、リーマ

ンショックの 2009 年から翌年の 2010 年には大幅な供給過剰状態となっている。 

 

 

（渡邊、2010） 

図 5 〝亜鉛地金”の需給バランスと価格の推移 

 

 インジウム鉱石の生産量は亜鉛地金の生産動向に従うように、2000～2002 年にかけて 335

（純分 t）程度の横ばいであったが、2003 年からは増加傾向となり、亜鉛地金が供給不足と

なった 2004～2006 年にはその増加量が 405～580（純分千 t）に増えている（図 6）。しかし、

亜鉛地金が供給過多となった 2007 年以降は 560～610（純分千 t）で減少～横ばい状態を示

し、2011 年以降は 662～670（純分千 t）にやや増加した。 

 インジウムの需要はここ 10 年間では約 2 倍以上伸びており、これは、主にフラットパネ

ルディスプレイ向け透明電極用 ITOターゲット材の需要が急増したことによるものである。

2009 年後半から家電購入補助金制度を導入した中国を中心に液晶テレビ需要が回復を始め

ている。これに伴い、ITO メーカーによる一次地金の購入も回復に向かっており、2010 年

の需要量は増加する見込みである（渡邊、2010）。 
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JOGMEC（2014） 

図 6 インジウム鉱石生産量及び消費量の動向 

 

（３） ガリウム 

① 価格の動向 

 ガリウムはアルミニウム製錬の副産物として生産されるほか、化合物半導体のスクラッ

プから回収される。数量は少ないが、日本では亜鉛製錬の副産物としてガリウムを生産し

ている。2012 年の世界のガリウム地金の生産量は 354t であり、77％を新地金が、23％を再

生地金が占めている。世界のガリウム新地金の主な生産国は、中国、ドイツ、カザフスタ

ン、ウクライナである（表 2）。 

 ガリウムは発光ダイオード（LED）、レーザーダイオード（半導体レーザー：LD）、集積

回路（IC）、光検出器、太陽電池等に利用されている（南、2010）。ガリウム地金の価格は、

リーマンショックに伴う景気後退の影響により 2008 年には下落し、2009 年に底を打った。

しかし、2009 年後半からガリウム地金の価格は上昇傾向となり、2011 年には 2007 年の価格

を上回ったが、欧州債務問題等による世界的な景気の停滞と減速により、2012 年には地金

価格が下落し、2013 年には 2006 年の価格とほぼ同じ価格となっている。 

 

表 2 世界のガリウム地金生産量 
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JOGMEC（2014） 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 7 ガリウム地金の価格動向 

 

② 生産量及び消費量 

 前述のように、ガリウムはアルミニウムや亜鉛の精錬等の副産物として産する。図 8 に

はガリウム鉱石の需給動向を示した。ガリウム鉱石の生産量は、2000 年に 100（純分 t）の

ピークを示すが、IT バブルの崩壊により 2001 年からは下落に転じ、2002～2006 年は 60～

70（純分 t）の範囲でほぼ横ばいとなっている。その後、2007 年から増加を始め、2008 年

には 2000 年の生産量をやや超えて 111（純分 t）となっている。2008 年のリーマンショック

の影響により 2009 年には 79（純分 t）に下落するが、2010 年には急増して 182（純分 t）と
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なり、2000 年及び 2008 年の約 2 倍程度となっている。さらに 2011 年には 273（純分 t）に

増加するが、欧州債務危機等に影響を受けた世界的な景気後退によって 2012 年の生産量は

前年に比べて若干減少している。 

 ガリウムの需要（消費量）は、世界的な景気動向による影響が所々で見られるが、鉱石

生産量の様に劇的な増減傾向は見られない。しかし、ガリウム需要は 2000 年に 212（純分

t）のピークに達したが、IT バブルの崩壊によって 2001 年には 141（純分 t）に下落し、そ

の後 2005 年まで横ばい状態となった。2006 年には 234（純分 t）と再び増加したが、その

後下落傾向が続き、2009 年のリーマンショック翌年に 166（純分 t）の底をつけた。2010 年

からは再度増加が続くが、2011 年には 232（純分 t）のピークを示した後、2012 年には世界

的な景気後退により 172（純分 t）に下落している。 

 

 
JOGMEC（2014） 

図 8 ガリウム鉱石の需給動向 

 

（４） グラファイト 

① 価格の動向 

 黒鉛（グラファイト）は LME 等の公開取引所での取引ではないため、平均価格等に関す

るデータはない。 

 

② 生産量及び消費量 

 黒鉛は、主に人造黒鉛と天然黒鉛に分類される。天然黒鉛には、結晶性の高い鱗片状黒
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鉛や塊状（鱗状ともいう）黒鉛、また結晶性がやや低い土状黒鉛があり、それぞれにその

性質や産状、産地が異なる。 

 2012 年の天然黒鉛鉱石の生産量は前年比 96％の 110 万（マテリアル-t）であり、その 68％

を中国が占めている。鱗片状、鱗状、土状では、その産地が異なり、鱗片状黒鉛は、中国・

アメリカ・インド・ブラジル等で産出し、塊状黒鉛は主にスリランカで産出する。土状黒

鉛は、中国や朝鮮半島等を主な産地としている（JOGMEC、2014）。黒鉛鉱石の生産量は、

2003～2006 年で 100 万（マテリアル-t）前後でほぼ横ばいであったが、2007 年に 112 万（マ

テリアル-t）のピークを示した後に 2008 年後半のリーマンショックで減少傾向となり、2009

年には 74 万（マテリアル-t）まで減少した。2010 年には 113 万（マテリアル-t）に回復し、

2011 年は 115 万（マテリアル-t）、2012 年は 110 万（マテリアル-t）と 110 万（マテリアル-t）

前後で推移している（各年生産量は JOGMEC（2014）による）。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 9 天然グラファイト鉱石の生産量 

 

 天然黒鉛は、耐火物、鋳物、電池、冶金、潤滑剤等で利用されている。世界需要の統

計を示す資料は少ないが、Roskill（Natural & Synthetic Graphite: Global Industry Markets & 

Outlook, 8th Edition 2012）によると、2011 年の世界需要 93 万トンのうち、52%を耐火物、

14%を鋳物、6%を電池が占める構成となっている（JOGMEC、2014）。 

 

（５） クロム 
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① 価格の動向 

 クロム鉱石を還元しフェロクロム（Cr＞50％）とし、ステンレス鋼の原料（フェロクロ

ム消費の約 80％以上）となる。フェロクロムは、高炭素フェロクロム（チャージクロムを

含む）、低炭素フェロクロムに分けられる。チャージクロムは、冶金用の鉱石より低品位の

Cr2O3：40～46％、Cr/Fe：～2.0 の鉱石から製造されたもので、クロム含有量が 50～52％と

低く炭素量が多い。1960 年代に開発された VOD（真空酸素脱炭）法や AOD（アルゴン酸

素脱炭）法により、低～中品位鉱石（Cr2O3：40～46％, Cr/Fe：1.5～2.0）を原料とした Cr

含有量 50％前後のチャージクロムをステンレス製造に使うことが可能となり、資源量の少

ない塊状の高 Cr/Fe クロム鉱石に限定されることなくクロム鉱石の利用が拡大した（中山、

2012）。また、シリコクロムは大半低炭素フェロクロム製造用の原料として使用されるが,

一部は高 Cr 鋼製鋼時にいつたんスラグ中に移行した Cr の回収のための還元剤として、あ

るいは Si と Cr の成分添加および脱酸剤としても使用されている（成瀬、1972）。 

 クロムの主要用途であるステンレス鋼の 2010 年世界生産は、2001 年比 1.6 倍、年率 5.4％

で増加している。中国以外は大きな変化が無いのに対して、中国は 15 倍、年率 35.5％と異

常な勢いの伸びを示しており、世界のステンレ鋼生産の伸びは中国に依っていることが分

る（中山、2012）；図 10） 

 

 
中山（2012） 

図 10 ステンレス鋼生産推移 

 

 クロムの中間製品であるチャージクロム、フェロクロム、シリコクロムの価格動向を図

11～図 13 に示す。 

 チャージクロムの価格は、2003 年後半まで 50（￠/lb）以下であったが、2004 年には 50
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（￠/lb）を越えて 2005 年前半には約 80（￠/lb）のピークを示した。2006 年前半には一度

60（￠/lb）程度まで下落するが、その後は再び増加傾向に転じて 2008 年には 200（￠/lb）

近くまで価格が高騰した。2009 年にはリーマンショックによる景気後退で 70（￠/lb）まで

急落するが、2010 年には 140（￠/lb）程度まで回復した。2011 年以降は 110～140（￠/lb）

程度で増減を繰り返して高止まりしている。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 11 チャージクロムの輸入価格動向 

 

 フェロクロムの価格は、2005～2006 年にやや高い値を示したが、1990～2002 年では下落

傾向が続いた。2003 年からは増加に転じるが、2006 年に若干値をもどしたものの 2007 年

から高騰を始め、2008 年には 2,000（$/t）の値を付けた。リーマンショックの影響により

2009 年からは下落傾向となっているが、2012 年の価は 1,400（$/t）強と高止まりをしてい

る。 
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JOGMEC（2014） 

図 12 フェロクロムの輸入価格動向 

 

 シリコクロムの価格はフェロクロムの価格動向とほぼ同様の傾向を示す。ただし、シリ

コクロムの価格は 1994 年に 500（$/t）弱の底値を付けた後、1996 年に 900（$/t）程度とな

ったが、2003 年まで減少もしくは横ばい状態となっている。2003 年には増加を開始し、途

中 2006 年は横ばいとなったが、その後高騰して 2008 年には 2,500（$/t）超の値をつけてい

る。2009年に価格は急落して2005～2006年の値に戻したが、2010年には回復して1,900（$/t）、

2011 年には 2,000（$/t）程度、2012 年の価格は若干値を下げて 1,900（$/t）である。 
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JOGMEC（2014） 

図 13 シリコクロムの価格動向 

 

② 生産量及び消費量 

 鉱石生産量は IT バブル崩壊により 2001 年には 11,819（千グロス t）、リーマンショックの

影響により 2009 年には 20,238（千グロス t）と減少したが、2001 年から 2010 年まで平均年

率 7.8％で伸びてきている（中山、2012）。2011 年には減少傾向に転じ、2011 年は 26,925（千

グロス t）、2012 年は 24,914（千グロス t）である。 

 近年におけるクロムの消費は中国におけるステンレス鋼の生産量に大きく影響を受けて

いる（図 10）。鉱石消費量の傾向は、鉱石生産の動向とほぼ同様であり、IT バブル崩壊によ

り 2001 年に一度 12,745（千グロス t）に下落したが、その後増加が続き、2008 年の消費量

は 21,330（千グロス t）である。 
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JOGMEC（2014） 

図 14 クロム鉱石の需給動向 

 

（６） ゲルマニウム 

① 価格の動向 

 ゲルマニウムの主な用途は、PET（ポリエチレンテレフタレート）樹脂を製造する際に使

用される重合触媒、光ファイバーへの添加剤（光ファイバードープ材）、赤外線サーモグラ

フィや熱線暗視装置に使用されるゲルマニウムレンズである。その他、半導体材料、光デ

ィスク用ターゲット材、太陽電池パネル等にも用いられている（JOGMEC、2014）。 

 ゲルマニウムは LME 等の公開取引所での取引ではないため、平均価格等に関するデータ

はない。 

 

② 生産量及び消費量 

 表 3 及び図 15 に金属ゲルマニウム生産量の動向を示す。金属ゲルマニウムの生産は主に

中国、ロシア、アメリカ等で行われているが、2012 年では中国の生産量が世界全体の 70%

を占めている。 

 2004 年の生産量は 87（純分 t）であり、2003 年の 44（純分 t）から倍増したが、2007 年

まで横ばい、微増となっている。2008 年には中国のデータが加わり、全体で 140（純分 t）

となっているが、2009 年にはリーマンショックの影響で 120（純分 t）へと減少し、2011 年

まで横ばいとなった。2012 年の生産量は 128（純分 t）と僅かに増えている。 

 

表 3 世界の金属（精製）ゲルマニウム生産量 
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JOGMEC（2014） 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 15 世界の金属（精製）ゲルマニウム生産量 

 

（７） コバルト 

① 価格の動向 

 コバルトは、銅またはニッケル生産の共産物として生産されるため、銅またはニッケル

の価格状況により生産量が左右されることもあり、必ずしも安定した供給体制にあるとは

言えない。表 4 に世界のコバルト鉱石の生産量を示す。世界のコバルト鉱石の生産量は、

1990 年代半ばには低迷していたが、2000 年代に入ってからは中国、日本を中心とした全

世界的なリチウムイオン二次電池需要の好調を反映し、基本的には増加してきた。その間、

供給の寡占状況を表す世界の鉱石生産国上位 5 か国の集中度は、2001 年の 76.3％から 2008 

年には 83.8％とコンゴ民主共和国（DRC）での生産増を背景に上昇した。その後、2009 年

の金融危機による減産を経て、2010 年には DRC、ザンビアでの増産を受け 79.8％と非常に

高くなっている（佐々木、2012））。 
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表 4 世界のコバルト鉱石生産量 

（純分 t） 

 

佐々木（2012） 

 

 コバルトは 2010 年 2 月 22 日に LME（London Metal Exchange：ロンドン金属取引所）に

上場されている。コバルトは、市場規模が比較的小さい（年間 5 万数千 t）、供給側の不安

定性（政情不安のある国が主要生産国であり、かつ銅またはニッケルの共産物であるため

急な増産ができない）等の理由から、投機筋の買い占めや米国備蓄物資放出時における高

値応札等による価格操作を受け易いと言われている。コバルト地金の価格は 1990 年代半ば

までは、DRC の政情不安に反応してきたと言っても過言ではない。1991 年の暴動による生

産停止により約 3 倍（約 20US$/kg→60～70US$/kg）に、価格は高騰した。また、1994 年に

は同国の政情不安による減産だけでなく、他の主要生産者にも減産等があり、この時も約 3

倍（約 20US$/kg→60～70US$/kg）に高騰した。その後、価格はゆるやかに下がり続け、2002

年頃には 10US$/kg 台まで下落した。しかし、日本などの先進国を中心にリチウムイオン二

次電池の需要が増大し、供給不足となり、また、生産者のストライキも相まって、2003 年

後半から国際価格は急騰し、2004 年初めには約 60US$/kg まで高騰した。更には、一時期

落ち着いていたものの、2006 年末から約 2.8 倍（約 40US$/kg 弱→約 110US$/kg）に高騰し、

2008 年上半期には史上最高価格を更新した。また、2009 年には、金融危機に伴う景気後退

の影響等により、軟調に推移（40US$/kg 前後）し、現在も新規鉱山からの生産増を受け、

低水準で推移している。とはいえ、アフリカ諸国等の資源ナショナリズムの動きの活発化、

それに伴う鉱石・精鉱の供給不足傾向という状況を背景に、2003 年以前よりは高いレベル

で推移している（佐々木、2012）。 
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JOGMEC（2014） 

図 16 コバルト地金（高品位）の価格動向 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 17 コバルト地金の輸入価格動向 
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② 生産量及び消費量 

 2008～2009 年の生産量及び消費量は、タングステン地金の価格動向とほぼ連動しており、

2008 年末のリーマンショックに起因した金融危機により 2009 年の鉱石生産量は 75.9（純分

千 t）、消費量は 57.8（純分千 t）に落ち込んだ。しかし、2010 年からは、アメリカでの景気

回復、中国の需要増を背景に主に DRC 及びザイールで鉱石の増産が行われ（表 4）、それ

に伴って生産量及び消費量は回復し、2011～2012 年でもそれぞれ増加傾向が続いている。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 18 コバルト鉱石の需給動向 

 

（８） シリコン 

① 価格の動向 

 シリコンは原料となる珪砂や珪石、中間製品である金属シリコン、フェロシリコン等の

様々な形で取引されているが、LME 等の公開取引所での取引ではないため、平均価格等に

関するデータはない。 

 

② 生産量及び消費量 

 世界のシリコン（フェロシリコン・金属シリコン）の生産量を表 5、図 19 に示す。2003

年から 2012 年におけるシリコンの生産量は途中僅かな増減はあるが、概して増加傾向にあ

り、2008 年のリーマンショックに端を発した 2009 年の金融危機においても微増となってお
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り、2012 年における世界のシリコン生産量は 7,613（千 t）と 2003 年の 4,387（千 t）に比べ

て 1.7 倍に増加している。 

 2012 年におけるシリコンの主要生産国は中国、ロシア、米国、ブラジル、フランスな

どである。このうち、中国の生産量は 5,000 千 t と世界の生産量の 66％を占め（JOGMEC、

2014）、世界のシリコン生産は中国に大きく依存している状態である。 

 

表 5 世界のシリコン（フェロシリコン、金属シリコン）生産量 

（千 t） 

 
JOGMEC（2014） 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 19 世界のシリコン（フェロシリコン、金属シリコン）生産量 

 

（９） ジルコニウム 
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① 価格の動向 

 ジルコニウム鉱石には、ジルコン鉱石（ZrSiO4：純分 48％程度）と産出量は少ないがロ

シアを主産出国とするバデライト鉱石（ZrO2：純分 72.5％程度）がある。 このジルコン鉱

石からは電融ジルコニアが生産され、マグネシアやカルシウムを安定化剤として加えると

主要用途が耐火物、タイル、瓦用等のカルシア安定化ジルコニアやマグネシア安定化ジル

コニアとなる。ジルコニウム鉱石を水酸化ナトリウムや炭酸ナトリウムとともに加熱処理

し、さらに塩酸で抽出ろ過することで粗製塩類（オキシ塩化ジルコニウム）が得られる。

このオキシ塩化ジルコニウムから加水分解法で生産された二酸化ジルコニウム（ジルコニ

ア）はセラミックコンデンサや圧電セラミックの添加剤、ファインセラミックス原料、自

動車用助触媒、酸素センサとして使用される。その他に、金属ジルコニウム及び合金は市

場が小さいものの、耐食性が高く金属の中で中性子を最も吸収しにくいなどの性質から、

原子力燃料被覆管（ジルカロイ）、原子力燃料の再処理施設等原子力関連機器を中心として、

化学・医療用機器、超電導材料などにも使用されている。ジルコニウム鉱石の主要産出国

は豪州と南アフリカの 2 カ国で、この 2 カ国で全体の 70％以上の生産量を占める。その他

の産出国としては、中国、インドネシア、モザンビーク、インドなどがある（JOGMEC、

2014）。 

 このうちジルコニウム塩化物の価格動向を図 20 に示す。1990 年以降の価格は、1996 年

に若干の増加はあったが、2003 年まで 2,700（US$/t）程度から 1,000（US$/t）の下落傾向が

続いた。2004 年からは増加傾向に転じて 2004～2010 年の間は 1,500（US$/t）前後で微増し

ていたが、2010 年の世界的な景気回復および中国の需要増大によって同年の価格は約 3,300

（US$/t）と 2003 年の価格の約 3 倍に増加した。2012 年の価格は 2011 年に比べて減少した

が、2,900（US$/t）程度と高い値を示している。 
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JOGMEC（2014） 

図 20 ジルコニウム塩化物輸入価格動向 

 

② 生産量及び消費量 

 ジルコニウム鉱石の生産量内訳を表 6、鉱石の需給動向を図 21 に示す。前述の通り、ジ

ルコニウム鉱石の生産は豪州と南アフリカで世界の鉱石生産量の 70%以上を占める。1997

年以降の鉱石生産量は 2000 年にかけて 814（千 t）から 1,040（千 t）に増加していたが、2000

年の IT バブル崩壊により 2001～2002 年は減少傾向が続き、2002 年の鉱石生産量は 830（千

t）となった。2003～2005 年は 850～880（千 t）でほぼ横ばいとなったが、2006 年からは生

産量が大幅に増加し、2008 年の鉱石生産量は 1,430（千 t）のピークを記録した。2009 年に

はリーマンショックに端を発した金融危機、2010 年には世界的な景気回復があったが、鉱

石生産量は 2008 年に減速を開始し、2009 年は 1,230（千 t）であったが、2010 年の生産量

は 1,250（千 t）と微増した。世界的な景気回復にやや遅れて 2011 年の鉱石生産量は 1,620

（千 t）と過去最大となったが、2012 年には 1,420（千 t）に減少している。 
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表 6 世界のジルコニウム鉱石生産量 

（千 t） 

 

（JOGMEC、2014） 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 21 ジルコニウム鉱石の需給動向 

 

（１０） ストロンチウム 

① 価格の動向 

 ストロンチウム（炭酸ストロンチウム）は主に FPD・LCD（ディスプレイ）用ガラス、

PV（太陽電池）用カバーガラス向け添加剤として使用されている。その他、ストロンチウ

ムフェライト磁石、PTC サーミスタ素子、亜鉛製錬工程の脱鉛用添加剤、花火・発煙筒等

でも使用されている（JOGMEC、2014）。 
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 2003 年の世界のストロンチウム生産量は約 37 万 t で、メキシコとスペインの 2 大生産国

にトルコと中国を合わせた 4 か国で世界のほぼ全ての生産を賄っている。近年は中国の炭

酸ストロンチウム生産能力が急激に伸びており、価格を武器に世界の市場に流通している。

ストロンチウム鉱石の我が国への輸入は 1990 年には 4 万 t あったが、炭酸ストロンチウム

の輸入量が増加したことに伴い、現在は 1 万 t 強程度と見込まれる。化学工業日報紙によれ

ば、従来はスペインからセレスタイトを調達して製造していた企業も、中国から安価な炭

酸ストロンチウムが入り始めてからは、中国品等を用途に応じ再度精製して使用するよう

になってきているといい、国内メーカーは高級品へのシフトなどに取り組んでいるが、標

準品はほぼ全量が輸入品に切り替わっている模様である（森川、2005）。 

 1990 年以降の炭酸ストロンチウム価格は、1996 年に一時的に 700（$/t）で横ばいを示し

たが、1990 年の 700（$/t）強の価格から下落が続いていた。2004 年に 400（$/t）弱を付け

た後、中国の旺盛な需要等に支えられて 2005 年以降の価格は増加となった。2009 年にはリ

ーマンショックに関連した金融危機により一時的に減少して 600（$/t）と僅かに減少したが、

翌年 2010 年には世界的な景気回復や中国の需要増大等により再び増加を始め、2012 年には

800（$/t）を越えた価格となっている。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 22 炭酸ストロンチウムの価格動向 

 

② 生産量及び消費量 

 ストロンチウム鉱石の生産は、1998 年及び 199 年にはそれぞれ 311 及び 304（純分千 t）

であったが、IT バブルがはじけた 2000 年には 520（純分千 t）に急増した。翌年の 2001 年

には 370（純分千 t）に値を戻したが、その後増加を続け、2004 年には 551（純分千 t）へと

回復した。2005 年に 494（純分千 t）に減少したが、2006 年には過去最高となる 585（純分

千 t）を記録した。しかし、2007 年からは生産量が減少傾向となり、金融危機翌年の 2009
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年には 402（純分千 t）へと急落してその後は横ばい～小幅な減少が続き、2012 年の生産量

は 380（純分千 t）となっている。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 23 ストロンチウム鉱石生産量の動向 

 

 

（森川、2005） 

図 24 世界の炭酸ストロンチウム消費量（2001 年の推定） 
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（１１） タングステン 

① 価格の動向 

 タングステンに関する国際的な価格決定機構は存在せず、タングステン鉱（ウォルフラ

マイト）、APT、フェロタングステンでは、一般的には Metal Bulletin 誌の CIF 価格が指標と

して用いられている。タングステン価格は、含有する三酸化タングステン（WO3）のトン

単位（MTU）で表示される。1MTU は 10kg の WO3 を含んでおり、これが、タングステン

売買の標準的な重量単位である。タングステン鉱（ウォルフラマイト）の価格は、中国に

おける生産・価格の統制等により 1980 年代前半までは 100US＄/MTU を超える高い価格で

推移した。その後、中国は、外貨獲得を目的として生産量を増加させたため、安価な中国

産品が大量に世界の市場に出回るようになり、1980 年代半ばには価格は下落した。それ以

降、2000 年代前半までの約 20 年間、タングステンの状況は、中国の増産→供給過剰→国

際価格下落→中国国内状況による供給減→国際価格上昇→中国の増産というスパイラル構

造に陥っていた。この間、価格としては 30～70US＄/MTU の安値で推移し、中国等の供給

障害による供給減があった場合に価格は上昇傾向にあった。ところが、2004 年以降は、ス

パイラル構造を脱して新しい状況に入った。2004 年以降の価格は、中国の需要増、同国国

内鉱山の閉山等により急騰し、その後やや下がったものの、150US$/MTU 前後の非常に高

い価格を現在まで保っている。また、APT の価格も 2004 年以降、鉱石と同様に急騰し、そ

の後徐々に下落し、2009 年には 200US$/MTU 弱となったが、2010 年から再度高騰し、2011

年 5 月には史上初の 400US$/MTU 台に入っている（廣川、2011）。 

 

② 生産量及び消費量 

 廣川（2011 によれば、世界のタングステン鉱石の生産量は、1990 年代には低迷していた

が、2000 年代に入ってから現在までは中国を中心とした高速度鋼工具用や超硬工具用需要

の好調を反映し、増加している。その間、供給の寡占状況を表す世界の鉱石生産国上位 5

か国の集中度は、2001 年の 98.5％から 2009 年は 95.7％、2010 年は 97.1％と高いレベルを

維持している。タングステンの最大の供給国である中国による鉱山生産の寡占は 2001 年の

87.0％から 2004 年に 92.7％へと上昇した後、2009 年に 85.4％まで下落したが、2010 年には

90.8％に回復した。これは、80 年代から 90 年代にかけては、中国の安値攻勢により価格的

に対抗できなくなった西側の鉱山が次々と閉山し、中国への集中度が増加してきたが、こ

こ数年の価格高騰により鉱山の生産再開等があったためと考えられる。このように、タン

グステンは、圧倒的な生産シェアを持つ中国の動向が世界の動向に大きく影響を及ぼすと

いう異例の供給構造が継続している。 

 タングステン鉱石生産量の推移（図 25）は、2000 年より僅かに増加を始め、2001 年には

49.0（純分千 t）となったが、2002 年には 39.1（純分千 t）に下落した。翌年の 2003 年には

53.1（純分千 t）に回復して 2004 年は横ばいとなった。2005 年の生産量は再び増加し、2006

年には 69.5（純分千 t）の最高値を記録した。2007 年からは価格下落の影響を受けて、世界

最大の供給国である中国で大幅な減産が 2008 年まで行われ（表 7）、2009 年の金融危機に
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は世界全体で 48.0（純分千 t）となった。2010 年の鉱石生産量は再度増加を開始し、2011

年には 73.1（純分千 t）、2012 年には 73.0（純分千 t）となっている。 

 世界の鉱石消費量は 2000 年の 37.4（純分千 t）から増加を始め、2005 年に 70.1（純分千

t）と若干値を下げたが、2006 年には 90.8（純分千 t）と過去最高となった。鉱石生産量と

同様に 2007 年には 54.5（純分千 t）と大幅に減少したが、翌年 2008 年から回復が徐々に始

まり、2012 年に 73（純分千 t）まで回復している（図 25）。 

 

表 7 主要国を中心とした世界のタングステン鉱石生産量 

（純分 t） 

 

（廣川、2011） 
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JOGMEC（2014） 

図 25 タングステン鉱石の需給動向 

 

③ 開発案件の詳細 

 新規開発プロジェクトでは、ベトナム・Nui Phao プロジェクトが 2013 年生産開始に向け

て鉱山設計・建設に着手する計画がある。また、カナダ・Mactung プロジェクトも非常に

有望である。さらに豪州タスマニア州 Mt.Lindsay 錫・タングステンプロジェクト、西豪州

Mt. Mulgine Hill タングステンプロジェクトトなどの開発案件が進行中である。近年の価格

高騰を受けて、ペルーや豪州でも探鉱が活発になってきている。（廣川、2011）。 

 

（１２） タンタル 

① 価格の動向 

 タンタルは、タンタルコンデンサ用の金属タンタルの粉及び線としての需要が、世界需

要の約 50％を占めている。タンタルコンデンサ以外には、耐熱・耐食材料、合金添加物、

スパッタリングターゲット等に使用されている。2008 年までは、豪州の生産量が全体の 7

割以上を占めていたが、世界最大規模の Wodgina 鉱山が 2008 年 12 月から採掘を休止した

ことに伴い、2009 年以降は同国からの輸入量が全体に占める割合が低下している。タンタ

ルは、DRC コンゴ及びその周辺国の生産が多いことから、紛争鉱物の対象となっている。

但し、リサイクルまたはスクラップから得たものである場合は紛争鉱物の対象外とみなさ

れ、ドット・フランク法の適用外となることから、従来タンタル粉末は鉱石のみを出発原

料としていたが、あまり利用されていなかったフッ化物や鉱石処理のくず等も生産に利用

されるようになっている（JOGMEC、2014）。 
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表 8 主要国を中心とした世界のタンタル鉱石生産量 

（純分 t） 

 

JOGMEC（2014） 

 

 タンタルに関する国際的な価格決定機構は存在しない。なお、Metal Bulletin 誌にはタン

タル鉱石のスポット価格（30%Ta2O5 ベース：CIF）が掲載されている。このタンタル鉱石

の価格は、1980 年に約 120＄/lb まで高騰して以来、1980、90 年代と約 20 年間にもわたり

20～30＄/lb 前後の範囲で推移してきた（うち、1988～89 年には約 50＄/lb まで一時的に上

昇した）。ところが、2000 年に旺盛な IT 需要を背景に原料不足が表面化して、暴騰を招く

こととなった。その後、2001 年春には状況が変化して IT 不況に陥ったため、携帯電話・パ

ソコンの生産の伸びは停滞し、それに伴いコンデンサも生産調整に入り、タンタル鉱石の

価格は下落し、以前の価格帯（20～30＄/lb）にまで戻ってしまった。しかし、2004 年には、

中国国内での需要増に対して中国タンタルメーカーの旺盛な買いが入ったため、価格は若

干上昇して 35＄/lb 前後になり、そして現在まで好調な需要を背景にほとんど変化なく推移

してきている。2007 年末現在も、このスポット価格は 35＄/lb 前後であるが、DLA 物資売

却の落札価格を見ると上昇してきており、実際の取引価格は若干上昇気味ではないかと推

測されている。原因としては、オーストラリア Gwalia 社鉱山の生産休止や価格上昇を期待

し在庫を持つ投機家筋の存在が挙げられている（南、2007）。 

 

② 生産量及び消費量 

 タンタル鉱石の生産量は 2004 年に過去最高となる 1,540（純分 t）を記録した後に減少傾

向をたどり、各年で増産と減産を繰返しながら、金融危機の影響を受けた世界景気後退時

の 2009 年に 665（純分 t）で底を打った（図 27）。2008 年までの主要生産国はオーストラリ

ア、ブラジル、モザンビークであったが、オーストラリアの Wodgina 鉱山が 2008 年 12 月

から採掘を休止したことにより、2009 年からはオーストラリアの鉱石生産量のシェアが著

しく低下し、変わって世界的に景気が回復した 2011 年にはその他（ソマリア、ウガンダ、

ジンバブエ、カナダ）が大きく生産量を伸ばしている（図 26）。また、2009 年からは 2007

～2008 年にシェアがほとんどなくなったモザンビークの生産量が再び回復している。 
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図 26 主要国を中心とした世界のタンタル鉱石生産量 

 

 IT 機器に多様されるタンタルの需要は世界景気に大きな影響を受けており、IT バブル時

の 2000 年には一時 2,754（Ta2O5 換算-t）の最高値を付けたが、その後 IT バブルの崩壊に

伴う景気の後退によって 2001 年には 1,906（Ta2O5 換算-t）に下落し、2002 年に 1,700（Ta2O5

換算-t）となった。しかし、2003 年には中国をはじめとする新興国の需要増大とともに再び

増加に転じ、2008 年には 3,605（Ta2O5 換算-t）と 1998 年の約 2 倍を記録し、その間は需要

が逼迫していた。リーマンショックに伴う景気減速によって 2009 年には 2,417（Ta2O5 換算

-t）と需要は大幅に落ち込んだが、翌年 2010 年には再び増加傾向となり、2011 年は 3,068

（Ta2O5 換算-t）となっている。 

 

203



 

付 I-30 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 
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図 27 タンタル鉱石の需給動向 

 

（１３） チタン 

① 価格の動向 

 チタン価格に関する公表値は存在しない。 

 

② 生産量及び消費量 

 チタンの主要な原料はルチル鉱石とイルメナイト鉱石、この他人工的に TiO2 分を濃縮処

理した合成ルチル（別名：Up Grade Ilmenite（UGI））（TiO2 品位は 90～95%）及びチタンス

ラグ（TiO2 品位は 80～95%）がある。チタンは酸化チタンとして顔料（白色のペイントや

化粧品等）で使用される場合と、金属チタン（スポンジチタン）として航空・宇宙分野（航

空機機体部品、エンジン部品）や一般産業分野（プレート熱交換器等の部材）で利用され

る場合の 2 つがある。世界の鉱石生産量のうち、9 割以上が酸化チタン向け、残りが金属チ

タン向け生産で利用されていると推定される（JOGMEC、2014）。 

 世界のチタン鉱石生産量を表 9、イルメナイト鉱石生産量を JOGMEC（2014） 

図 28、図 29 に示す。イルメナイト鉱石及びルチル鉱石の生産量は 2005～2006 年に合計で

2,987～3,081（Ti 純分 t）と僅かに減少したが、その後は中国をはじめとする新興国需要増

加に伴って増加傾向を示している。途中金融危機による景気後退によって 2009 年には計

3,504（Ti 純分 t）に減ったが、翌年 2010 年からは生産量が再び増加に転じて 2012 年には計

4,201（Ti 純分 t）の過去最高値を記録している。 

 

204



 

付 I-31 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

表 9 世界のチタン鉱石生産量（Ti 純分） 

（純分千 t） 

 

JOGMEC（2014） 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 28 世界のイルメナイト鉱石生産量 
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図 29 世界のルチル鉱石生産量 

 

 チタンに関する世界的な需要データは見当たらない。 

 

（１４） ニオブ 

① 価格の動向 

 ニオブの主たる用途は鉄鋼添加剤である。フェロニオブの形で高張力鋼、ステンレス鋼

などの高級鋼材に添加され、自動車外板パネル、自動車排気系部品、建築土木構造材、ラ

インパイプ、圧力容器用鋼板等に用いられる。これら鉄鋼添加剤向けフェロニオブが、世

界のニオブ需要の 90％程度を占めると推計される。鉄鋼添加剤以外の用途では、ニオブ酸

化物が光学レンズの添加材や石油化学触媒等で使用されている。また、炭化ニオブは超硬

合金の原料となり、超硬工具として自動車部品加工等に利用される。その他、金属ニオブ

はニオブコンデンサやターゲット材に使用されている（JOGMEC、2014）。 

 ニオブに関する国際的な価格決定機構は存在しない。専門誌に掲載されている価格や企

業の建値等で定期的に価格が公表されているものは、現在は存在しない。なお、過去には、

プライスリーダーの役割を果たしているブラジル・CBMM 社が、標準グレード（Nb：65％）

のフェロニオブの建値を公表していたことがある。CBMM 社建値の価格推移を表 10 に示

す。CBMM 社の標準グレードフェロニオブの建値は、1970 年代に同社がその圧倒的価格競

争力により世界市場の大半を占めるようになってから、世界の需要家から認知を受けるこ

とになった。従って、同社以外の生産者もこの価格に追随するという状況となり、このこ

とによりフェロニオブの価格は他のレアメタルと異なり極めて安定した価格推移を示して

きた。しかし、CBMM 社は、製錬におけるテルミット還元に用いるアルミニウムの価格高
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騰、燃料費・輸送費の高騰、ブラジル通貨レアルの高騰等による生産コストの急激な上昇

に対処するため、2006 年 4 月に建値の公表を廃止した。その後、CBMM 社は 2007 年に建

値を復活させたが、契約形態は長期契約を基本としており、一般には価格は公表されてい

ない。ただし、生産コストが上昇している状況には変化がないため、実質的には値上げが

実施されていると思われる。一方、中国のスポット市場では、中国生産者が販売するフェ

ロニオブが$50～60/kg・Nb 純分程度で売買されている模様である（南、2007）。 

 

表 10 フェロニオブ価格推移＜Nb；65％＞ 

（ブラジル CBMM 社建値） 

 

南（2007） 

 

② 生産量及び消費量 

 世界最大のニオブ生産者であるブラジル・CBMM 社は生産増のために、2005 年 7 月に新

たな電気炉の導入、10 月に精製工場の能力拡充、2006 年 8 月にボールミルの増設とさらな

る新電気炉の導入を行って、生産能力を 66,000t まで引き上げた。また、2007 年以降も鉄鋼

分野の需要は引き続き増加するものと見られており、同社は、フェロニオブ総需要を 1 社

のみで賄うだけの供給能力の確保を目指して、2008 年上期中に 90,000t の供給能力に達する

設備投資を行っている。また、他の主要生産者であるブラジル・Catalao 社及びカナダ・

Cambior 社も設備の増強を行ってきている。ニオブの供給に関する寡占状況は、ブラジル 1

か国だけで 90％以上を独占している状況（CBMM 社 1 社だけで 80％程度を独占している状

況）が続いている。また、世界の生産国上位 5 か国の集中度も、2000 年の 99.7％から 2005

年は 99.8％、2006 年は 99.9％とほぼ横ばいでかなり高いレベルを維持している（南、2007）。 

 

表 11 世界の主なフェロニオブ生産企業 
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（南、2007） 

 

 世界のニオブ生産量は中国等を中心とした全世界的な大幅な鉄鋼分野の需要増加を反映

している（南、2007）。2000 年と 2001 値には僅かな増減があったが、1998 年から増加を続

け、2007 年の供給量はブラジル CBMM 社の生産能力増強を反映して前年比 55%増となって

いる（表 12、図 30）。南（2007）によれば 2003 年以降の増加傾向は、鉄鋼分野の中でも、

中国を中心としたステンレス鋼需要の増加に加えて、原油価格高騰を背景にした石油輸送

用ラインパイプ需要の増加による大幅な需要増に対応した生産増としている。 

 ニオブの需要は中国を中心としたステンレス鋼需要、石油輸送用パイプライン需要の増

大に伴うものと考えられるが、その傾向は 1998 年から 2004 年まで横ばいもしくは小幅な

増減を繰り返していた（図 30）。しかし、2005 年からは需要量が急激に増大し、2006 年の

需要量 76（千 t）は前年比+76%の大幅な伸びとなっている。2008 年の金融危機に伴う景気

後退時には 85（千 t）から 2009 年の 53（千 t）まで急落したが、2010 年には 78（千 t）ま

で急回復しており、2012 年は 69（千 t）となっている。 

 

表 12 世界のニオブ鉱石生産量 

（純分 t） 
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JOGMEC（2014） 

図 30 ニオブ鉱石の需給動向 

 

（１５） ニッケル 

① 価格の動向 

 ニッケルの最大の用途はステンレス鋼への添加材である。ステンレスの防錆効果はクロ

ムが担うが、ニッケルは鋼材の組織を安定化させ、結果として防錆効果を高める。表１に

示すとおり 2008 年におけるニッケルの需要の内、ステンレス鋼の比率は 61％、特殊鋼や

非鉄合金等を加えると 80％を超える。ステンレス以外のその他用途としては非鉄合金、メ

ッキ、ニッケル水素電池等があり、ハイテク産業の素材として極めて重要である（廣川、

2011）。 

 ロンドン金属取引所〔LME〕ニッケル価格は、いわゆる IT 不況であった 2001 年を底に

上昇に転じ、2006 年に大幅に高騰、2007 年 5 月に月間平均 23.67US$/lb（52.3kUS$/t）の最

高値を記録した。しかし、それ以降は調整局面が続き、2008 年後半は世界金融危機により

一時 4US$/lb（8.8kUS$/t）台まで下落した。その後、金融情勢が落ち着き、ニッケル需要が

回復するとともに 2009 年から再度上昇に転じ、2010 年は 8～12US$/lb（17.7～26.5kUS$/t）

で推移した（佐々木、2012）。金融危機後の景気回復に伴い、2011 年前半まで価格は上昇傾

向を示したが、2011 年後半になると欧州債務問題等を原因とした景気後退の影響を受けて

ニッケル価格は下落傾向となり、2013 年後半の価格は 4.5US$/lb（10kUS$/t）程度まで下落

している。 
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JOGMEC（2014） 

図 31 ニッケルの LME 価格動向 

 

② 生産量及び消費量 

 ニッケル鉱石の生産量動向を図 32 に示す。世界的にニッケル資源は硫化鉱と酸化鉱（ラ

テライト鉱）に分類される。硫化鉱は主にニッケル地金生産に、酸化鉱はフェロニッケル

及びニッケル銑鉄をはじめとして多様な品目の生産に利用される。硫化鉱を主に産出する

のは、ロシア、カナダ、中国、南アフリカの 4 カ国である。オーストラリア、ブラジルは

硫化鉱、酸化鉱の双方を産出する。酸化鉱を主に産出するのは、フィリピン、インドネシ

アである。資源量は硫化鉱 28％、酸化鉱 72％と酸化鉱の方が多い。1990 年代には、硫化鉱

の生産量が圧倒的に多かったが、年々硫化鉱の生産量が減少する一方酸化鉱の生産量は増

加し、2011 年には酸化鉱が生産割合で硫化鉱を逆転している（JOGMEC、2014）。特に酸化

鉱を産するフィリピン及びインドネシア、酸化鉱と硫化鉱の両方を産するブラジルにおけ

る鉱石生産量の増加が顕著であり、これは中国やインド等新興国でのニッケル銑鉄の生産

に対する需要に応じたためと考えられる。 
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JOGMEC（2014） 

図 32 ニッケル鉱石の生産動向 

 

 ニッケル地金の生産動向を図 33 に示す。ニッケル地金の主要生産国は 2000 年前半まで

長らくロシア（旧ソ連）、カナダ、日本、豪州の後にノルウェー、フィンランド、中国等の

順であったが、2000 年前半から中国の地金生産量が急増している。2000 年以降、中国以外

の主要生産国における地金生産量は経済危機等の影響を受けて若干の増減はあるが、全体

としては横ばい～僅かな増加傾向を示している。しかし、2000 年後半に中国の地金生産量

はロシアを抜いて世界 1 位となり、2012 年の中国による地金生産量は 10 年前の 10 倍以上

となっている。 
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JOGMEC（2014） 

図 33 ニッケル地金の生産動向 

 

 ニッケル地金の消費量は 1980 年代前半までアメリカ、日本、ドイツの順で消費量の主要

部分を占めていたが、1980 年代後半には日本の地金消費量が米国のそれを上回り、日本の

地金消費量が世界 1 位となった。しかし、1990 年代後半から中国の消費量が急激に増加を

始め、僅か 5 年後の 2005 年には日本の地金消費量を越えて中国の地金消費量が世界 1 位と

なった。その後も中国におけるニッケル地金の消費量は記録的な増加を続けており、現在

の地金消費量は 10 年前の 10 倍程度となっている。 
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JOGMEC（2014） 

図 34 ニッケル地金の消費動向 

 

① 開発案件の詳細 

 ニッケルの主な開発・生産準備プロジェクトを表 13 に示す。 

 

表 13 ニッケルの開発・生産準備プロジェクト 
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JOGMEC（2014） 

 

（１６） バナジウム 

① 価格の動向 

 バナジウムは、鉄鋼に微量添加すると、鉄鋼の強度、耐熱性が増加することから、その

消費の約 90％は強靭さを求められる高張力鋼（ハイテン鋼）や非調和質強靭鋼といった構

造材の副成分原料として使用されており、石油パイプライン、自動車鋼板や車軸、ターボ

エンジンのタービン、構造建材、橋梁、船舶や切削工具に不可欠な金属である。またチタ

ン合金の添加物や硫酸製造用触媒としても欠かせない。近年鉄鋼需要の大幅な伸びに呼応

してバナジウムの需要も増大している。しかしながら他のレアメタルの例に漏れず、バナ

ジウム資源もまた南アフリカ、ロシアおよび中国に偏在しており（表 14）、その供給はこ

れらの国々の政治・経済動向に支配され、目が離せないところである（中山、2011）。 
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表 14 世界のバナジウム鉱石生産推移 

（純分 t） 

 

（JOGMEC、2014） 

 

 バナジウムに関する国際的な価格決定機構は存在しない。なお、フェロ・バナジウムの

取引においては、一般的に Metal Bulletin 誌のフェロ・バナジウムの価格（バナジウム純分

70～80%：CIF）が指標として用いられている。フェロ・バナジウムの価格は 1988 年初まで

ほぼ 10US$/kg 台で低迷していた。しかし、粗鋼生産の増大に伴う需要増や投機筋の介入に

より、1988 年から 1989 年にかけて価格は高騰、一時は約 50US$/kg の高値となった。その

後は、比較的価格が安定していたニオブへの代替が進んだため、1990 年後半から軟化し、

1994 年半ばまでは再び 10US$/kg 前後に低迷した。1994 年半ば以降は、モリブデン鉱価格

の高騰が飛び火し、投機筋の動きもあって価格は若干上昇、主要生産者の再編や生産調整

が行われたこともあり、1997 年末まで 10US$/kg 台後半で推移した。さらに 1998 年には、

欧州を中心としたパイプライン関連需要増に対し、ロシアからの供給減及び南アにおける

増産計画の遅延により、価格は 30US$/kg 前後まで高騰した。1999 年以降は、粗鋼生産の減

少に伴い需要減となった他、豪州の新規プロジェクトの立ち上がりや Rand（南ア通貨）安

も相まって、2003 年まで 10US$/kg を下回る低迷を続けた。しかし、世界の粗鋼生産の増大

やラインパイプ敷設プロジェクトの進展、鋼材の高抗張力化の浸透により需要増となった。

さらに、2003 年に豪州・Windmurra 工場の閉鎖、2004 年には南ア・Vantech 工場も生産休止

で供給不足となり、投機筋の介入もあって 2004 年から 2005 年にかけて暴騰、一時は史上

最高価格を更新し約 120US$/kg の異常な高値となった。その後は、若干沈静化し、2006 年

から 2007 年にかけて 30～40US$/kg で推移していたが、2008 年は、南アの電力不足、中国

での輸出税率引上げにより、再び 80US$/kg 台まで高騰した。その後、金融危機に伴う景気

後退の影響で大きく下落し、20US$/kg 台で推移している。今後は、中国以外、欧米や日本

等における粗鋼生産の回復状況が注目されるが、未だ時間を要するとの見方が強い（南、

2010）。 

 

② 生産量及び消費量 

 1998～2012 年における世界のバナジウム鉱石需給動向を図 35 に示す。 

 世界におけるバナジウム鉱石の生産はそのほとんどを中国、南アフリカ、ロシアが占め

ている（表 14）。1998 年以降の鉱石生産量は、図 36 の様に中国での大幅な生産増のあった
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2003～2004 年の 58,000～60,000（純分 t）を除き、40,000（純分 t）弱程度で推移していた。

しかし、2005 年の鉱石生産量は、2004 年に比べて鉱石生産の主要国でそれぞれ中国：+4,200

（純分 t）、南アフリカ：+5,000（純分 t）、ロシア：+5,100（純分 t）と増加し、全体では 58,200

（純分 t）、前年の生産量に対して+8,000（純分 t）の増加であった。2004 年から 2005 年に

かけての生産量の増加は、前述のように価格暴騰の余波を受けたものと考えられる。2005

年以降の生産量は 2009 年に金融危機の影響を受けた 53,500（純分 t）を除くと、大幅に減

少することなく、中国等による粗鋼生産の増大を受けて 50,000（純分 t）後半であった。2010

年以降は世界的な景気拡大によって再び増加を始め、2011 年には 60,000（純分 t）を越えて

62,400（純分 t）となり、2012 年には 63,000（純分 t）とやや増加が続いている。 

 バナジウム価格が暴騰した 1998 年の鉱石消費量は 68,492（純分 t）であったが、翌年の

1999年には価格の下落及び粗鋼生産減少に伴う需要減によって 59,973（純分 t）に減少した。

しかし、2000 年には 68,191（純分 t）に回復し、消費量は徐々に増加傾向をたどり、2008

年の消費量はそれまでで過去最高の 101,468（純分 t）を記録した。2009 年の金融危機に伴

う景気後退時には 83,778（純分 t）まで減少したが、2010 年の消費量はそれまでで最高値で

あった 2009 年を上回って 104,508（純分 t）となり、その後も増加を続けて 2012 年の消費

量は 115,892（純分 t）となっており、2012 年の消費量は 10 年前の 2002 年に比べて+62%増

となっている。 

 

 
JOGMEC（2014） 

図 35 バナジウム鉱石の需給動向 
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中山（2011） 

図 36 バナジウム鉱石生産量の国別内訳（1991～2010 年） 

 

表 15 バナジウムの主な供給障害 

 

南（2010） 

 

③ 開発案件の詳細 

217



 

付 I-44 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

 

 

 

 

 

 

表
 1

6 
バ
ナ
ジ
ウ
ム
鉱
床
及
び
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
そ
の
１
）

 

中
山
（

20
11
）

 

218



 

付 I-45 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

 

 

 

 

エ
ラ

ー
! 
参

照
元

が
見

つ
か
り

ま
せ

ん
。

表
 1

6 
バ
ナ
ジ
ウ
ム
鉱
床
及
び
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
そ
の
２
）

 中
山
（

20
11
）

 

219



 

付 I-46 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

 

（１７） 白金族 

① 価格の動向 

 プラチナ（Pt）の供給国は、南アフリカ、ロシア、北アメリカの順になる（表 17）。全体

の供給量の 73%を占める南アフリカは、2012 年に起こったストライキの影響で生産量を大

きく落とし、前年比 84%の 127t となった。用途別のプラチナ需要で最も多い需要先は自動

車用触媒であり、全体の需要量の 40%を占める。2012 年の自動車触媒のプラチナ需要量は

前年比104%の101tであった。また、自動車用触媒に次いで需要量が多いのは宝飾用であり、

全体の需要量の 35％を占める。2012 年の宝飾用需要量は前年比 112%の 87t であった。その

他の用途の特徴としては、電気・電子デバイスとガラスの需要が大幅に落ち込んでいる点

が指摘できる。パラジウム（Pd）の供給国は、ロシアと南アフリカが中心である（表 18）。

2012 年は、ロシアの生産が前年比 83%の 90t と落ち込んでおり、南アフリカも前年比 91%

の 73t と減少している。2012 年のパラジウムの用途別の需要量では、自動車用触媒が最も

多く 67%を占めている。自動車用触媒の需要は 2009 年以降、毎年高い伸び率で増加してき

ている。ロジウム（Rh）の供給国は南アフリカが全体の 80%を占めている（表 19）。また、

また用途別では、自動車用触媒が前年比 110%の 24t であり、需要全体の 81%を占めている。

用途別では、自動車用触媒が前年比 110%の 24t であり、需要全体の 81%を占めている

（JOGMEC、2014）。 

 

表 17 世界のプラチナ需給 

（純分 t） 
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JOGMEC（2014） 

 

表 18 世界のパラジウム需給 

（純分 t） 

 

JOGMEC（2014） 

 

表 19 世界のロジウム需給 

（純分 t） 

 
JOGMEC（2014） 

 

 プラチナの価格は 2000 年まで 400US$/oz 前後で安定していたが、2000 年に 600US$/oz を

付けると IT バブルの崩壊とともに再び 400US$/oz となった。古瀬（2012）によると、その

後のプラチナ価格は、2002 年ごろから金属市況高騰の波に乗って上昇を続けたが、2008 年

のリーマンショックで暴落し、その後、再び上昇している。最高値は 2008年の 2,272.50US$/oz
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（日本では 7,589 円/g）で、その後暴落し 767.50US$/oz（同 2,454 円/g）まで下がり、その

後、再び上昇に転じ、2012 年 2 月に 1,725US$/oz をつけている。この間、2011 年 4 月から 5

月にかけて、一時 1,500～1,600US$/oz に軟化した。これは南アフリカでのストライキ発生

による供給面での不安から価格上昇したもののその懸念解消と金の価格への追従からの軟

化と見られる。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 37 プラチナの価格動向 

 

 パラジウムの価格は、2000 年まではロシアの不安定な供給により相場が駆け上がったが、

自動車触媒用として、パラジウムではなく、プラチナの増加を受け、2003 年にかけて暴落

した。その後、自動車触媒の需要が伸びながらも、供給不安から市場は活発さを見せず、

スクラップからの回収も進み、パラジウムの市場価格は大きくは伸びなかった。2009 年か

ら 2010 年にかけては、小型車に対して新たな排ガス規制（Euro5）が適用されるとのことで

価格は上昇、2011 年 8 月には 850US＄/oz をつけたがその後軟化、2012 年 3 月時点で

600US$/oz 近辺で落ち着いている（古瀬、2012）。 

 古瀬（2012）によれば、ロジウム価格は、2002 年には 200US$/oz 程度であったが、2008

年には、南アフリカの供給不安及び米国大手客先の材料在庫積み増しで 10,000US$/oz まで

上昇した。それ以降はリーマンショックなどによる米国及び欧州の景気後退を受けて急激

に低落、2011 年末は 1,400US$/oz で前後している。 
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JOGMEC（2014） 

図 38 パラジウムの価格動向 

 

 
JOGMEC（2014） 

図 39 ロジウムの価格動向 
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② 生産量及び消費量 

 プラチナ地金の生産量は、生産量の過半数を占める南アフリカを除くと、2003～2012 年

の間でロシア（旧ソ連）、北米がそれぞれ 20（純分 t）後半、30（純分 t）前後でほぼ安定し

ている（表 17）。一方で世界のプラチナ地金の供給は最大の生産国である南アフリカの生

産量に大きく影響を受けている。南アフリカにおける 2003 年以降の生産量は徐々に増加し

ており、2006 年の南アフリカの生産量は 165（純分 t）となっている。その後の南アフリカ

の生産量は 2008～2010 年まで 140～144（純分 t）と若干低迷した。2011 年には 151（純分 t）

へと再び増加したが、南アフリカにおけるストライキの影響で 2012 年には 127（純分 t）へ

と減少している。 

 プラチナ需要量は中国、欧州、北米、日本の順となっている。この中で、中国の近年の

伸びが大きくなってきている点が特徴で、2012 年の段階で世界全体に占める構成比は 29%

に達している。中国のプラチナ需要は、一時宝飾用の伸びが高かったが、最近は自動車触

媒用の伸びが高くなっている。用途別のプラチナ需要で最も多い需要先は自動車用触媒で

あり、全体の需要量の 40%を占める。2012 年の自動車触媒のプラチナ需要量は前年比 104%

の 101t であった。また、自動車用触媒に次いで需要量が多いのは宝飾用であり、全体の需

要量の 35%を占める（JOGMEC、2014）。1998 年以降における消費の動向は、2004 年まで

徐々に増加を続けていたが、2005 年になると特に自動車触媒の使用量が拡大して 248（純

分 t）の大幅増となった。その後 2009 年の金融危機の影響を受けた景気後退時には 211（純

分 t）に減少したが、概ね 250（純分 t）前後で推移し、2012 年の需要は 250（純分 t）であ

る。 

 

 
JOGMEC（2014） 
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図 40 プラチナ鉱石の需給動向 

 

 パラジウム地金の生産は、2012 年時点で南アフリカとロシアでそれぞれ 73（純分 t、全

体の 36%）、90（純分 t、全体の 44%）である（表 18）。2003 年以降では、南アフリカの生

産量が 80（純分 t）前後で推移しており、世界のパラジウム生産量はロシアの生産量に大き

な影響を受けている。ロシアの生産量は 2004 年には 149（純分 t）、その後徐々に減少傾向

を示し、2012 年には 203.8（純分 t）となっており、全体の傾向と同様である。さらに、触

媒回収の量は年ごとに増加を続け、2012 年には 71（純分 t）と南アフリカの地金生産量と

ほぼ同じ量である。 

 パラジウムの最大用途は自動車触媒であるが、その後に電気、宝飾品等が続き、2003 年

以降では 2006 年及び 2011 年における需要量の減少は宝飾品、2008～2009 年における減少

は自動車触媒の使用量減少に影響を受けている（表 18）。2012 年の需要量を地域別に見て

みると、欧州、日本、北米とも高い伸びとなったが、特に北米の需要量は前年比 180%と極

めて高い伸びとなっている。これらの多くは自動車生産台数そのものの増加に加えて、触

媒原料において価格の高いプラチナからパラジウムへの代替が進んだこと、投資が 2011 年

の売り越しから 2012 年は買い越しに転じたことによる。2012 年のパラジウムの用途別の需

要量では、自動車用触媒が最も多く 67%を占めている。自動車用触媒の需要は 2009 年以降、

毎年高い伸び率で増加してきている（JOGMEC、2014）。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 41 パラジウム鉱石の需給動向 

225



 

付 I-52 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

 

 ロジウムの地金生産は南アフリカが 80%を占めている（表 19）。主要生産国の 2012 年の

地金生産量は、南アフリカ：18（純分 t）、ロシア：3（純分 t）、北米：1（純分 t）となって

いるが、触媒回収は 8（純分 t）と比較的大きい。2007 年以降の生産量は減少かほぼ横ばい

が続いており、大きな変化はない。 

 ロジウムの需要は他のプラチナ金属と同様に自動車触媒が大きな割合を占めており、

2012 年の時点で 81%である。そのためロジウムの需要は自動車触媒の使用量によって左右

され、2008～2009 年の減少は自動車触媒の使用減によるものである。その後の需要量は、

景気の回復とともに 2010 年に 27.6（純分 t）に回復した後も増加を続け、2012 年の需要量

は 30（純分 t）となっている。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 42 ロジウム鉱石の需給動向 

 

（１８） フッ素 

① 価格の動向 

 工業的に使用されるフッ素（フッ化物）は、CaF2 を主成分とする蛍石を出発原料として

いる。蛍石は一般的に CaF2 含有量が 97%以下の冶金・セラミックグレードと 97%を超える

アシッドグレードに分けられる。冶金・セラミックグレードは CaF2 含有量が 97%以下の塊

鉱であり、製鉄分野で転炉や電炉の融剤として使用され、スラグの生成を促進する効果が

ある。アシッドグレードはフッ化水素製造に用いられる。フッ化水素はフルオロカーボン

類・フッ素樹脂の中間原料・その他フッ化物の製造原料、各種表面処理・洗浄用途で使用
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されている（JOGMEC、2014）。 

 フッ素価格に関する国際的な公表値は存在しない。 

 

② 生産量及び消費量 

 世界の蛍石生産量は 2003 年以降年を追うごとに年々に増加している。金融危機による

2009 年の不況時には前年 2008 年の 6,923（CaF2 千 t）から 6,309（CaF2 千 t）へと一時的に

減少したが、2011 年には 6,998（CaF2 千 t）に回復し、2012 年では 7,000（CaF2 千 t）を越

えている（表 20、図 43）。 

 国別では 2012 年の世界生産量の 6 割以上を不純物の少ない蛍石を産する中国が占めてお

り、その他主要生産地はメキシコ、モンゴル等である。JOGMEC（2014）によれば、蛍石

資源の枯渇に関する業界関係者の話として中国の蛍石の主な産地は中南部であったが、資

源の枯渇により現状は江西省が主な産地となっている。また、別の業界関係者によれば、

中国は政策的に輸出を規制しているだけであり、資源量としては問題がなく、中国は化学

工業の第 12 次 5 カ年計画（2011 年～2015 年）では蛍石資源の過度な開発抑制と資源の保護

を行い、輸出品目の高付加価値化を図るとしている。今後中国は、安価なフッ化水素では

なく、フルオロカーボン類等の加工した製品の輸出にシフトしていくということであり、

日本を含め中国からフッ化水素を輸入している国への影響が見込まれるとしている。 

 

表 20 世界の蛍石（CaF2）生産量 

（CaF2 千 t） 

 

JOGMEC（2014） 
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JOGMEC（2014） 

図 43 世界の蛍石（CaF2）生産量 

 

 世界の蛍石消費量に関するデータはない。 

 

（１９） マグネシウム 

① 価格の動向 

 マグネシウムの需要は、主にマグネシウム合金を使用する構造材と、純マグネシウムを

使用する他金属への添加剤や還元剤に分類される。構造材にはダイカスト、鋳物、射出成

形、展伸材等が含まれている。また、添加剤としては主にアルミニウム合金への添加剤に

使用されるほか、化学的特性を利用して鉄鋼の脱硫材、チタン、ジルコニウム製造の還元

剤や、電気特性を利用した防食アノードや電極板などとしても使われている（JOGMEC、

2014）。 

 マグネシウム価格に関する国際的な公表値は存在しない。 

 

② 生産量及び消費量 

 マグネシウム地金の製錬法には、熱還元法（ピジョン法）と電解法がある。熱還元法

はドロマイトを原料にし、酸化マグネシウムに還元剤として Fe-Si を添加して減圧下で高

温に加熱し製錬する方法である。電解法は、塩化マグネシウムを電解して精製する方法

である。中国では、安い設備コストと労働コストのメリットから主に熱還元法を用いて

いる一方で、米国ロシア、イスラエルなどでは電解法が採用されている。日本において

は、チタン製錬工程から発生する塩化マグネシウムからマグネシウムを回収するために
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電解法が用いられている。 

 2003 年以降のマグネシウム生産量は年を追うごとに増加しており、2003 年の 544（純

分千 t）から 2012 年の 866.3（純分千 t）と約 10 年で 1.6 倍に増加している。特に 2003 年 

から 2007 年にかけては中国等の新興国の需要増大に伴い、生産量も中国を中心に急激に増

加していた。しかし、2008 年から 2009 年にかけては一時的に減少傾向となっており、生産

量が世界 1 位である中国の減少量に大きく影響を受けている。金融危機による世界的な経

済不況から脱した 2010 年には 809（純分千 t）へと回復し、その語のマグネシウム生産量は

800（純分千 t）を越えた範囲で微増となっている。 

 

表 21 世界のマグネシウム生産量 

（純分千 t） 

 

JOGMEC（2014） 

 

 

JOGMEC（2014） 
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図 44 世界のマグネシウム生産量 

 

（２０） マンガン 

① 価格の動向 

 マンガンはそのほとんどが製鉄用に使用されている。脱酸・脱硫剤、強度及び特性向上

を目的とした鉄鋼添加剤としてフェロマンガン（高炭素、低炭素）及びシリコマンガンが

使用される。また、マンガン鉱石はフェロマンガンの原料となるほか、脱酸・脱硫剤、鉄

鋼添加剤として転炉に投入される。金属マンガンは製鋼原料として二次製錬時に使用され

たり、飲料缶用アルミニウム合金添加剤としても用いられる。その他、マンガンは二酸化

マンガン等、酸化物の形態で乾電池材等にも使用されている。近年は、自動車用リチウム

イオン電池の正極材料としても需要が増加している。2012 年は、中国、南ア、豪州、ブラ

ジル 4 カ国の生産量が全世界の 7 割近くを占めている（JOGMEC、2014；表 22）。 

 マンガンに関する国際的な価格決定機構は存在しない。なお、フェロ・マンガンの取引

においては、一般的には Metals Week 誌のフェロ・マンガンの価格（マンガン純分 78%物：

CIF）が指標として用いられている。フェロ・マンガンの価格は、1988 年頃まで安定した供

給を背景に 300～500US$/LT（ロング・トン）で推移していた。その後、1980 年代後半に世

界で鉄鋼生産が増大したことにより、1989 年から 1991 年半ばにかけて 600US$/LT 台まで高

騰したものの、中国の供給量増加により世界の需給は安定、1991 年後半から 2003 年半ばま

では 400～600US$/LT の範囲で推移した。しかし、中国国内の鉄鋼需要増、中国での電力不

足による生産設備の稼働率の低下等により、2003年末から 2004年末にかけて価格は急騰し、

2004 年半ばには 1,700US$/LT 台まで上昇した。2005 年は、価格高騰を受けて多くの生産者

が増産した結果供給過剰状態となり、一旦 500US$/LT 台まで下落したものの、この急落を

受けて生産者が再び減産したことにより需給は引締まり、価格は回復基調に入った。そし

て、2007 年から 2008 年にかけて、中国を中心とした粗鋼生産の増加、南アの電力不足、中

国の輸出税率の引上げ等により、価格は記録的な急騰を示し、2004 年の 2 倍弱となる史上

最高値の 3,300US$/LT 台まで上昇した（表 23）。2010 年初は景気後退の影響により下落し、

1,300US$/LT 台で推移している（南、2010）。2010～2011 年は 1,300US$/LT 前後で価格はほ

ぼ横ばいであったが、2012 年は下落している（図 45）。 
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表 22 世界の国別マンガン鉱石生産量 

（マテリアル千 t） 

 

 

表 23 過去のマンガン供給障害 

 

南（2010） 
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山本（2013） 

図 45 マンガン鉱石及びフェロマンガンの価格動向 

 

② 生産量及び消費量 

 世界のマンガン鉱石生産量は、中国を中心とした粗鋼生産の好調を反映して（なお、マ

ンガン需要の約 95％を鉄鋼用途が占めるため、その影響は非常に大きい）、1999 年の 19,642 

（千 t）から、2000 年には 20,000（千 t）、2005 年には 30,000（千 t）を超え、順調に増加し

てきた（南、2010）2005 年以降もマンガン鉱石の生産量は 2008 年まで増加が続いたが、2008

年のリーマンショックに伴う 2009 年の世界不況の影響で 2009 年の鉱石生産量は世界全体

で 32,962（マテリアル千 t）へと減少した（表 22、図 46）。しかし、2010 年には前年比 1.6

倍となる 51,386（マテリアル千 t）に回復し、2011 年には過去最高の 57,153（マテリアル千

t）を記録したが、世界的な不況とともに 2012 年の生産量は 48,057（マテリアル千 t）に下

落している。 
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（JOGMEC、2014） 

図 46 世界のマンガン鉱石生産量 

 

 世界のフェロマンガン生産量は中国国内の鉄鋼需要増大を背景に 2003 年から生産量の拡

大を続け、2008 年には 6,000（FeMn 千 t）にほぼ達する量を生産していた。山本（2013）に

よれば、2009年のフェロマンガン生産量は対前年比 24%で減少しているが、2011年には 2008

年レベルまで回復することとなった（図 47）。世界鉄鋼連盟の 4 月 11 日付け短期予測によ

ると、2013 年の世界鉄鋼需要は平均 3.2％の増加が見込まれている。フェロマンガンは主に、

鉄鋼生産時に脱酸剤あるは脱硫剤として用いられていることから、フェロマンガン需要も

同じように伸びると予想されている。 
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山本（2013） 

 

図 47 世界のフェロマンガン生産推移 

 

（２１） モリブデン 

① 価格の動向 

 モリブデンは約 2,600℃の高い融点と機械的強度及び剛性に優れるなどの特性をもつ。そ

のため、主に特殊鋼やステンレス鋼などの添加剤として多く用いられている。また、電気

伝導、熱伝導が良い上に加工が容易であるため、照明機器（マンドレル、反射鏡など）や

様々な電子部品、自動車部品などに使われている。さらに、その優れた耐熱性から、高温

炉材・耐熱耐食合金としても用いられているほか、高純度三酸化モリブデンとして、石油

精製触媒、石油化学用触媒などの触媒や金属ターゲット材の原料としても需要も増加しつ

つある（JOGMEC、2014）。 

 モリブデンに関しては長らく国際的な価格決定機構は存在せず、一般的には Metals Week

誌のモリブデン鉱の Dealer Oxide 価格（CIF）が指標として用いられていたが、2010 年 2 月

22 日に LME に上場した。しかし、西側の大手生産者が LME 上場に対して様子見状態であ

り、LME での取引量が少ないことから、現時点では LME がモリブデン価格の指標とはな

っていない。LME 上場前までのモリブデン鉱の価格は、1980 年以降の供給過剰により、1982

年から 2002 年半ばまで長期にわたり 10US$/kg を下回って低迷していた。1994 年からの世

界景気の回復に伴う鉄鋼、特にヨーロッパにおけるステンレス鋼生産の大幅増によるモリ
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ブデン供給不足により、1994 年末から 1995 年初にかけて 30US$/kg 台まで上昇したことも

あったものの、休止・減産していた生産者が増産したため、1995 年半ばには早くも 10US$/kg

を下回り、低迷状態に戻ることとなった。しかし、2002 年半ばに、銅バイプロ鉱山におけ

る減産（銅が減産したため）により供給量が減少し、中国需要家や投機筋の狼狽買いによ

り、価格は 10US$/kg 台半ばまで上昇した。その後は、2002 年末のカナダ・Endako 鉱山の

土砂崩落事故、2003 年の中国（陝西省）・金堆城鉱山の減産、2003 年から 2004 年にかけて

の中国遼寧省の鉱山事故、環境問題等による度重なる操業停止等により若干の供給不足と

なったことから、2004 年半ばには 30US$/kg 台まで高騰。更に、2004 年から 2005 年にかけ

ては、史上最高価格を更新し 60～80US$/kg まで高騰した。2004、2005 年は見掛け上は供給

過剰になっているが、中国を中心とする鉄鋼・特殊鋼向け需要の増大に対して、モリブデ

ン鉱の焙焼能力不足により供給が追い付かず、実質供給不足の状態になったと見られてい

る。また、2005 年から続いている中国遼寧省葫芦島地区鉱山の操業停止（国が採掘権を強

制的にコントロールしようという動きに伴うもの）もその一因と考えられている。その後、

2006 年に入り若干沈静化し、50US$/kg 台まで下落したものの、中国の輸出抑制政策強化の

影響及びそれに関する懸念、南米の銅バイプロ鉱山の減産による供給不足傾向（チリ・

CODELCO の国内の低品位鉱床の採掘による生産量減も含む） 等により緩やかに上昇、2008

年には 70US$/kg 台まで値を戻した。2008 年 10 月以降は、金融危機に伴う景気後退の影響

等により、価格も 20US$/kg 前後まで大きく下落し、更に 2009 年 4 月には 17US$/kg まで下

落した。2010 年に入ると、世界景気が回復するに連れてモリブデン需要も回復し、市況は

30US$/kg まで上昇している（濱井、2011）。 

 

② 生産量及び消費量 

 世界のモリブデン生産量は、中国を中心としたステンレス鋼生産の好調を反映し、順調

に増加してきた（表 24）。なお、供給の寡占状況を表す世界の生産国上位 5 か国の集中度

は、2000 年の 87.5%から 2006 年は 93.2%に上昇し、2010 年には 89.8%に下落しているが寡

占度は依然高い傾向にある。一方、需要は、2007 年までは順調に増加してきたが、2008 年

は総需要量約 158.8（千 t）で前年比約 7.0%減となった（ 

表 26）。2009 年も、鉄鋼特殊鋼用途での日米欧のモリブデン需要量の回復は遅れ、総需要

量は約 30%も減少して約 112.4（千 t）となったが、2010 年には景気回復にあわせ約 140（千

t）と需要は持ち直した。モリブデンは、世界生産の 8 割以上（中国を除く）が銅生産の副

産物として生産されるため、モリブデンそのものの需給・市況ではなく銅の需給・市況に

より生産量が左右されることもあり、必ずしも安定した供給体制にあるとは言えない（濱

井、2011）。過去のモリブデン供給障害の事例を表 25 に示す。 

 JOGMEC（2014）によれば、2011、2012 年の鉱石生産量はそれぞれ 263.9（純分千 t）、252.4

（純分千 t）とさらに増加している。 
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表 24 世界のモリブデン生産量 

（純分千 t） 

 

濱井（2011） 

 

表 25 過去のモリブデン供給障害 

 
（濱井、2011） 
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表 26 世界のモリブデン需要（地域別） 

（純分千 t） 

 

濱井（2011） 

 

（２２） リチウム 

④ 価格の動向 

 リチウムの多くが炭酸リチウムなどリチウム化合物の形で使用されている。炭酸リチウ

ムは、リチウムイオン電池（以下 LIB）のニッケル系以外の正極材・電解質で使用され、近

年需要が増加している。この他、耐熱ガラス・HDD ガラス添加剤（窯業添加剤）、鉄鋼連続

鋳造用のフラックス、弾性表面波フィルター、医薬品にも利用されている。主要生産国は

チリ、豪州、中国の 3 カ国であり、2012 年はこれら上位 3 カ国で世界生産の約 9 割を占め

る（JOGMEC、2014）。 

 世界最大手の SQM 社（チリ）が 1997 年に市場参入後、チリからの輸入単価が下がり、

鉱石系の市場が大きく後退した。世界の炭酸リチウム（Li2CO3）供給企業は SQM（チリ）、

FMC Lithium 社（米）、Chemetall 社（独）の三社に集約され、価格も 2006 年（前年の 66%

高騰）、2007 年（前年の 48%）と上昇傾向を示した（阿部、2010；図 48）。しかし、FOB チ

リ価格は 2008 年の 5,000（US$/t）強をピークに、FOB アルゼンチン価格は 2009 年の 4,000

（US$/t）強を最高値としてそれぞれ減少傾向に転じている。2011 年は両者共に 4,000（US$/t）

程度まで下落している。 
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阿部（2013） 

図 48 炭酸リチウムの価格動向 

 

⑤ 生産量及び消費量 

 世界のリチウムの生産量を表 27、図 49 に示す。リチウム化合物は、塩湖のかん水から

の生産のほか、スポンジュメン（リチア輝石）、ペタライト（葉長石）等の鉱石から生産さ

れる。チリでは、Atacama 塩湖においてかん水からリチウムが生産されている。豪州では、

Greenbushes 鉱山等で主にスポジュメン鉱石からリチウムが生産されている。中国では、中

小規模の鉱山が多数あり、かん水および鉱石からリチウム生産が行われている（JOGMEC、

2014）。阿部（2013）によれば、2011 年におけるかん水系と鉱石系のリチウム生産割合は 7:3

である。世界のリチウム生産量は、パソコンや携帯機器等に使用されるリチウムイオン電

池への使用が増大したこと等により、2003 年の 15,100（純分 t）から 2007 年には 25,800（純

分 t）へと順調に増加した。2008 年には 25,400（純分 t）へと若干減少し、金融危機による

影響を受けた 2009 年には 18,800（純分 t）に大きく減少した。しかし、2010 年のリチウム

生産量は、減少前に記録した 2007 年を上回る 28,100（純分 t）に回復した。その後の生産

量も年々増加傾向にあり、2012 年の生産量は 37,000（純分 t）と 2003 年の生産量：15,100

（純分 t）に対して 2.5 倍増となっている。 

 2008 年におけるリチウムの国別及び製品別消費量をそれぞれ表 28、表 29 に示す。リチ

ウムの消費は主に日本、ヨーロッパ、北米等の先進国のほか、中国、ロシア、南米等の新

興国で行われており、2008 年においては中国の消費量が 28.7%で世界 1 位となっている。

また製品別の消費量ではバッテリーが 36.9%と 2008年時点で全体の 4割近くを占めている。

今後も電気自動車等に使用されるリチウムイオン電池の生産増加が予想されており、阿部

（2013）では年率 7.5%増の需要予測が報告されている。 
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表 27 世界のリチウム生産量 

（純分 t） 

 

JOGMEC（2014） 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 49 世界のリチウム生産量 
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表 28 国別リチウム消費量（2008 年） 

（Li-t） 

 

阿部（2010） 

 

表 29 製品別リチウム消費量（2008 年） 

（L2CO3-t） 
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阿部（2010） 

 

⑥ 開発案件の詳細 

 2010 年におけるリチウム生産の拡張及び開発プロジェクトを表 30 に示す。新規プロジ

ェクトには鉱石系のプロジェクトも存在するが、ほとんどは塩湖を対象にしたかん水系の

リチウム回収プロジェクトである。 

 

表 30 リチウム生産の拡張及び開発プロジェクト 

 

阿部（2010） 

 

（２３） レアース 

① 価格の動向 

 レアアース（希土類）とは、元素周期律表第 3 族に属する原子番号 57 番から 71 番のラ

ンタノイド 15 元素に、同じ第 3 族の 21 番のスカンジウム〈Sc〉及び 39 番のイットリウム

〈Y〉の 2 元素を加えた 17 元素の総称である。レアアース元素は、それぞれの化学的性質

が類似しており、高融点で熱伝導性が高い。また、原子核を周回する電子の軌道が特殊な
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ため他の金属にはない独特の機能を発揮する。そのため、用途は、永久磁石（希土類磁石）、

ガラス研磨剤・添加剤、触媒、蛍光体等と幅広く、最先端産業、特に日本の技術優位性を

生かしているハイテク産業分野で用途が拡大している。また、レアアース 17 元素は、その

発見された経緯や元素ごとに分離する際の状況によって、軽希土（ランタン、セリウム、

プラセオジム、ネオジム）と中重希土（サマリウム、ユーロピウム、ガドリニウム、テル

ビウム、ジスプロシウム、イットリウムなど）に分類されている（廣川、2011）。 

 世界のレアアース生産は、その 90％以上を中国が占めており、この供給寡占状況は近年

ますます強まり、2009 年には 97％を占めている（廣川、2011）。その後は中国の資源保護や

中国国内需要の優先等による価格高騰を背景に休止鉱山の再開や既存鉱山の拡張等が行わ

れ、中国以外での生産がやや進んだが、2012 年における中国のレアアース寡占率は 88%と

なっている（表 31）。 

 

表 31 世界のレアアース生産量 

（REO 千 t）

 

JOGMEC（2014） 

 

 レアアース元素のうちセリウム（CeO2）、プラセオジム（Pr Metal）、ネオジウム（Nd Metal）、

ジスプロシウム（Dy Metal）、テルビウム（Tb4O7）の 2003～2013 年における価格動向を図

50 に示す。これらのレアアース元素は、電気自動車のモーターコイル等に使用されるネオ

ジウム（Nd-Fe-B）磁石や触媒に使用され（表 32）、近年その重要性が増している元素であ

る。 

 レアアースに関する国際的な価格決定機構は存在しない。他の多くのレアメタルにおい

てその掲載価格が指標として用いられている Metal Bulletin 誌及び Metals Week 誌にも、レ

アアースの価格は掲載されていない。実際の取引価格は、需給動向を参考に需要側と供給

側の相対取引で決まっているものと思われる。レアアースの価格は、1980 年代まで、限ら

れた数の生産者のもとで安定的に推移してきた。しかし、1980 年代に入ってから中国が参

入、その中国では 1990 年代まで乱立した鉱山会社や分離・製錬メーカーが無秩序に乱売競

争をくり返し、圧倒的な安値での輸出を続け、その輸出量を増加させてきた。このため、

価格は低迷し、ほとんどの西側企業が撤退に追い込まれることとなった。2000 年代に入っ
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てからは、中国の資源保護・内需優先の政策実施、Nd-Fe-B 磁石等の需要増により、上昇し、

2005 年に入ってからは Nd-Fe-B 磁石に関連する元素（品目）の価格が高騰した。個別元素

の価格動向を見ると、Nd-Fe-B 磁石関連品目である金属ネオジム、ジスプロシウムの価格は、

Nd-Fe-B 磁石需要増の影響で 2006 年〜2008 年にかけて徐々に上昇したが、2009 年には需要

減を反映して下落傾向となった。2009 年後半〜2010 年になると中国政策動向と需要増に対

応して価格上昇に転じた。2010 年 7 月以降、中国の輸出規制を受けて、価格が急騰し、2010

年 11 月時点、元素によっては 5 倍以上となった。その後も価格上昇は続いており、2011 年

5月時点ではネオジムは 200US$/kg以上、ジスプロシウムは 700US$/kg以上まで高騰した（廣

川、2011）。しかし、世界的な金融不安に伴う景気減速による需要の低下とともに、レアア

ースの価格高騰を背景にした中国以外での生産拡張や休止鉱山の再開、製品へのレアアー

ス使用量の削減や代替品の開発等が進むと、2011 年 7 月をピークにレアアース価格は 2013

年 7 月まで下落傾向が続いている。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 50 金属レアアースの輸入価格動向 

 

表 32 レアアースの主要用途 
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廣川（2011） 

 

② 生産量及び消費量 

 レアアース鉱石の需給動向を図 51 に示す。 

 レアアース鉱石の生産量は 1998 年から 2005 年まで中国の生産増により単調増を続け、

2005 年以降は中国の生産量が大きく増加していないことから、世界の生産も伸びていない。

2007 年から 2009 年にかけては中国の生産量が徐々に増加したため、2009 年のレアアース

鉱石の生産量は過去最高の 132（REO 千 t）を記録した。しかし、2010 年以降は中国による

レアアース輸出規制、環境保護による違法採掘の削減等によって生産量は減少し、2012 年

は 110（REO 千 t）まで減少している。 

 レアアースの消費量はデータのある 2001 年から増加を続け、2007 年には過去最高の 126

（REO 千 t）に達し、翌年 2008 年は 124（REO 千 t）となっている。しかし、2009 年には

金融危機を背景にした需要減により、レアアース消費量は 98（REO 千 t）まで減少したが、

翌年 2010 年の消費量は過去最高を記録した 2007 年を上回る 125（REO 千 t）となった。さ

らに 2011 年のレアアース生産量は 130（REO 千 t）と生産量を大きく上回り、需要逼迫を背

景にレアアースの価格高騰を招いた。 
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JOGMEC（2014） 

図 51 レアアース鉱石の需給動向 

 

（２４） レニウム 

① 価格の動向 

 レニウムの主な用途は、ガスタービン用ニッケル基スーパーアロイ添加剤、ガソリン製

造用の担持触媒である。そのほか国内では主に、タングステンにレニウムを少量添加した

タングステン・レニウム合金が耐震用電球や高温用熱電対等の電子部品に使用されている。

レニウムの市場は非常に小さいとみられるが、重要度の高い金属である。レニウムを単独

で含有する鉱石はない。レニウムは硫化銅鉱、モリブデナイトなどの鉱石に微量含まれて

おり、世界的には銅、モリブデンの副産物として回収されている。そのためレニウムの生

産量は、銅やモリブデンの生産量に影響を受ける。主原料であるモリブデナイトの場合、

レニウムは 250～700ppm 程度含有されているとみられる（JOGMEC、2014）。 

 金属レニウムの価格は、2007 年から 2008 年にかけてカザフスタンの輸出停止問題で、こ

こ 30 年では最高の 10,000US$/kg を超える水準まで高騰した。しかし、その後リーマンショ

ックによる世界経済の低迷を受け、主要用途である航空機向けの需要が低下したため価格

下落が続いており、2011 年 10 月現在で 4,000US$/kg 台で推移している（濱井、2011）。 

 

② 生産量及び消費量 

 レニウムの生産は銅の主要産出国であるチリが 52%（2012 年）を占めている。その生産

量は 2003 年から 2008 年にかけて一気に増加し、2008 年には過去最高の 56.5（純分 t）を記

録した。しかし、金融危機による景気減速期となった 2009 年に生産量 46.2（純分 t）に減

少した。しかし、その後 2010 年からは増加に転じて徐々に生産量を増やし、2012 年には
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52.0（純分 t）まで回復している。 

 レニウムの主要需要先はスーパーアロイであり（2012 年における全体需要量の 75%）、ス

ーパーアロイは航空機のジェットエンジンやガスタービンに使用されている。2001 年の同

時多発テロの影響により、2000 年代中盤頃まで大型ジェット旅客機の受注数・生産数が減

少したが、2005 年～2007 年は増加傾向となった。それに伴いレニウムの需要も増加したと

推定される。今後、長期的にはタービン用等でレニウムの需要増加が見込まれるが、足元

ではヨーロッパの景気悪化や米国経済の先行きの不透明感もあり、需要が伸び悩んでいる

（JOGMEC、2014）。 

 

表 33 世界のレニウム需給 

（純分 t） 

 

JOGMEC（2014） 
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JOGMEC（2014） 

図 52 世界のレニウム需給 

 

（２５） 鉄 

② 価格の動向 

 鉄（Fe）は、強度があり、加工しやすく、安価に大量生産が可能であることから、建材

から産業機械、電気機械、船舶や自動車、容器など様々な分野で広く使われている。鉄に

は色々な種類があり、精錬・圧延工程、炭素及びその他金属の含有量などによって強度や

特性が異なる。鉄の原料は、主に土壌や岩石、鉱物中に化合物～磁鉄鉱（Fe3O4）、赤鉄鉱

（Fe2O3）、褐鉄鉱（Fe2O3・nH2O）、黄鉄鉱（FeS2）などとして存在している。鉄は地殻の

元素中に約 5.0%含まれており、酸素（46.6%）、ケイ素（27.7%）、アルミニウム（8.1%）に

次いで 4 番目に多く存在する。鉄鋼製品は、この鉄鉱石を主原料として高炉と転炉を用い

る転炉法（間接還元製鉄）及び直接還元製鉄法（DRI；Direct Reduced Iron）と、原料として

主に鉄スクラップを用いて電気炉で製鋼する電気炉法などにより製造される。高炉による

鋼材の製造工程は、大きく製銑、製鋼、圧延（熱間、冷間）の 3 段階に分かれている。製

銑の段階では、主原料の鉄鉱石とコークス、石灰石を高炉に投入して銑鉄をつくる。製鋼

の段階では、銑鉄と鉄くずなどを転炉に入れて粗鋼を生産する。高炉から転炉の工程で造

られた粗鋼には 0.3～4.5%の炭素が含まれており、主に圧延用、鍛鋼用、鋳鋼鋳込用などそ

の用途よって鋼塊が造られる（JOGMEC、2014）。 

 基本的には、鉄鉱石メーカー（主に前述の 3 社：Vale、Rio Tinto、BHP Billiton）と中日韓、

欧州の鉄鋼メーカーの相対取引で鉄鉱石価格（運搬費込み）は決定され、国際的標準価格

は存在しない。2009 年までは年 1 回交渉で決定されるベンチマーク価格（1 年間有効）方
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式であったが、2010 年より 3 か月毎に価格を改定し市場連動型で決める新方式へ変更され

た（大久保、2010）。 

 鉄鉱石の価格は 2003 年から 2008 年まで増加を続けたが、2009 年には金融危機に伴う世

界的な景気後退の影響を受けて価格は下落した。しかし、2010 年には再び増加して 2008 年

の価格を上回り、2011 年には過去最高値を記録している。2012 年には金融不安に伴う景気

減速により鉄鉱石価格も下落している。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 53 鉄鉱石の価格動向 
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③ 生産量及び消費量 

 鉄鉱石生産の主要国における 2004 年から 2012 年までの生産量は、ロシアがほぼ 100（百

万 t）で横ばいに推移している。インドの生産量は 2004 年から 2008 年まで増加したが、そ

の後横ばい～減少に転じて 2011 年には底を打った後 2012 年に回復している。また、中国の

鉄鉱石生産量は 2004 年から 2007 年まで急激な上昇を示し、2007 年には 300（百万 t）強を

記録し、豪州とブラジルを抜いて鉄鉱石生産量で世界 1 位となった。しかし、2008 年から

は減少に転じ、2009 年には 200（百万 t）弱となった。2010 年、2011 年は 300（百万 t）弱

に回復したが、2012 年における中国の鉄鉱石生産量は 300（百万 t）を割っており、生産量

順では豪州、ブラジルに次ぐ世界 3 位となっている。2009 年における中国の鉄鉱石生産量

の減少について、大久保（2010）は中国国内での鉄鉱石生産が比較的利潤が低いこと、鉱

量の枯渇、中小規模鉱山の閉鎖を挙げている。また、2012 年で 2 位となっているブラジル

の鉄鉱石生産量は、2004 年から比較的緩やかな増加を 2008 年まで続けたが、2009 年には

減産となり、鉄鉱石生産量で豪州に抜かれたが、2010 年には再び回復して 2011 年には 400

（百万 t）程度に増加したが、2012 年には若干の減少が見られる。大久保（2010）は、2009

年におけるブラジルの鉄鉱石生産量の減少について、2008 年 9 月のリーマン・ショック後

の景気低迷の影響による Carajas を始めとした主要鉱山の減産や比較的高価なペレットの生

産量（鉄鉱石生産量の内数）の減産の相乗寄与を原因に挙げている。また、2004 年に世界

2 位の生産量だった豪州は、2007 年まで徐々に増加を続けた。2005～2007 年は中国に抜か

れたが、2007 年からは生産量をさらに増加させ、2008 年にはブラジル、中国の生産量を抜

いて世界 1 位となった。豪州の鉄鉱石生産量はそのままのペースで増加を続けて生産量世

界 1 位を維持し、2012 年には 500（百万 t）を越えている。 
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JOGMEC（2014） 

図 54 鉄鉱石生産量の動向 

 

 粗鋼の見掛け消費量を図 55 に示す。 

 中国の粗鋼消費量は，中国国内の鉄鋼需要を背景に 2000 年から 2012 年まで増加を続け、

その間の増加ペースにある程度の増減はあるが、粗鋼消費量の下落は見られない。2000 年

には 100,000（千 t）であった中国の粗鋼消費量は 10 年後の 2010 年には約 600,000（千 t）

と 6 倍、2012 年には 700,000（千 t）の 7 倍に増加し、その他生産国の粗鋼消費量を大きく

引き離している。一方、アメリカの粗鋼消費量は 2000 年の 100,000（千 t）から減少傾向が

続いていたが、金融危機による景気後退を受けた 2009 年には底となり、2010 年から増加を

続けて 2012 年には 100,000（千 t）を越えている。日本の消費量は 100,000（千 t）を切る量

で 2000 年から 2008 年まで横ばい状態であったが、アメリカと同様に景気後退の影響で 2009

年に減少したまま 2010 年以降は横ばい状態が継続している。韓国及びインドの消費量は

2000 年以降ほぼ同じような増加割合で推移していたが、2009 年を境に韓国は消費量をやや

低下させ、そのまま横ばい状態にあるのに対し、インドは 2009 年に消費量を減少させるこ

となく増加を続け，日本の消費量を上回っている。 
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JOGMEC（2014） 

図 55 粗鋼の見掛け消費量の動向 

 

④ 開発案件の詳細 

 鉄鉱石の主な開発プロジェクトを表 34、探鉱プロジェクトを表 35 に示す。 

 

表 34 鉄鉱石の有望プロジェクト 

 

大久保（2010） 
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表 35 鉄鉱石の主な探鉱プロジェクト 

 

JOGMEC（2014） 
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表 35 鉄鉱石の主な探鉱プロジェクト（その２） 

 

JOGMEC（2014） 

 

（２６） アルミニウム 

① 価格の動向 

 アルミニウム地金は融点が低く、加工性に優れた金属で、薄肉の鋳物や複雑な形状の鋳

物生産に適しており、ピストン、エンジンブロック、ホイールなどの自動車部品や各種産

業機器などにも幅広く使用される。また、電気伝導体としてもきわめて経済的な金属であ

るため、高電圧の送電線や導体（板、管）などにも広く使用されている。アルミニウム地

金はアルミナを原料にして造られる。ボーキサイトを粉砕し、か性ソーダなどを混合し加

圧加熱すると、ボーキサイト中のアルミナ成分が溶け出す。この中から溶けない不純物を

除去した後、攪拌、冷却すると水酸化アルミニウム結晶が析出できる。さらに、この結晶

を真空ろ過機によって取り出し、約 1000℃前後の温度で焼成するとアルミナ（Al2O3；酸化

アルミニウム）が得られる。アルミニウム地金は、このアルミナを溶融氷晶石の中で電気

分解することによって造られる（JOGMEC、2014）。世界のボーキサイト主要生産国は、豪

州、インドネシア、中国、ブラジルであり、この 4 カ国の合計生産量は 2012 年における世

界生産量の 73%を占める。 

 アルミニウム地金価格の推移を図 56 に示す。近代工業の基礎素材として使用されるアル

ミニウムは、銅価格と同様の動きを示す。アルミニウム地金の動向は、2000 年からは IT バ

ブル崩壊による景気後退を背景に価格は下落し、2002 年には 1,349（US$/MT）となったが、

2003 年から増加を始め、2006 年は 2,567（US$/MT）となった。2007 年から 2008 年までは

2,500～2,700（US$/MT）で横ばいであったが、2009 年にはリーマンショックの影響を受け
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た景気減速によって 1,665（US$/MT）に下落した。2010 年からは再び増加に転じ、2011 年

には 2,398（US$/MT）となっている。 

 一方で銅地金の価格推移はアルミニウム地金と同様の動きを示すが、その変動はアルミ

ニウム地金に比べて大きい。これは投機資金の流入、銅及びアルミニウムの在庫調整の早

さ等が影響していると考えられる。また、2005 年には銅/アルミ価格は 1.5 倍から 2008 年に

2.8 倍、2011 年には 3.7 倍にまで価格差が拡大しており、澤田（2013）によるとこの様な場

合、銅とアルミニウムについては物性的に似た金属であり、銅とアルミニウムで代替が進

む可能性を示唆している。 

 

 

澤田（2013） 

図 56 アルミニウム地金の価格推移 

（銅地金価格との比較） 

 

② 生産量及び消費量 

 図 57 及び表 36 に世界のボーキサイト生産量を示す。ボーキサイトの生産は豪州、イン

ドネシア、中国、ブラジルが世界生産量の 73%（2012 年）を占めている。このうちインド
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ネシアのボーキサイト生産量は 2005年まで 1,200～1,400（マテリアル千 t）程度であったが、

2012 年には 42,011（マテリアル千 t）にまで増加し、豪州に次ぐ世界 2 位の生産国になって

いる。世界全体の生産量は 2003 年から増加傾向にあり、2008 年には 217,412（マテリアル

千 t）となったが、2009 年には世界的な景気後退によって 196,123（マテリアル千 t）まで下

落した。しかし、翌年 2010 年のボーキサイト生産量は 222,135（マテリアル千 t）と 2008

年の生産量を越えると再び増加を始め、2012 年のボーキサイト生産量は 258,412（マテリア

ル千 t）となっている。 

 

表 36 世界のボーキサイト生産量 

（マテリアル千 t）

 
JOGMEC（2014） 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 57 世界のボーキサイト生産量 

 

 図 58 及び表 37 に世界のアルミニウム地金の生産・消費量を示す。アルミニウム地金の
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生産・消費量は、全体としてボーキサイトの動向と同様、2003 年から 2012 年まで増加傾向

となっているが、金融危機の影響を受けた景気後退により 2009 年は生産・消費とも落ち込

んでいる。また、2012 年におけるアルミニウム地金の生産・消費量は 2003 年に比べて約

1.6 倍の増加である。 

 国別でアルミニウム地金の生産・消費を見ると、中国の増加が顕著であり、2003 年に 5,547

（マテリアル千 t）であった地金生産は年々増加し、2012 年には約 4 倍の 20,268（マテリア

ル千 t）となっている。また、インドのアルミ地金生産も 2003 年に 799（マテリアル千 t）

であったが、2012 年には 1,714（マテリアル千 t）と約 2 倍に増加している。新興国である

中国及びインドにおけるこれら地金生産量は、国内の地金消費量とほぼ同じ量に匹敵して

おり、生産した地金はそのまま中国及びインド国内の旺盛な需要によって消費されている。

一方で、2003 年から 2012 年の日本のアルミ地金消費量は 2,235（マテリアル千 t）から 1,982

（マテリアル千 t）に減少、北南米も 7,467（マテリアル千 t）から 6,934（マテリアル千 t）

の減少である。 

 

表 37 世界のアルミニウム地金の生産・消費量 

（マテリアル千 t）

 

 JOGMEC（2014） 
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JOGMEC（2014） 

図 58 世界のアルミニウム地金の生産・消費量 

 

（２７） 銅 

① 価格の動向 

 2005 年以降、中国の急激な需要拡大と投機資金の流入に伴い、銅価格は軒並み高騰し（竹

下、2013）、2007 年初めから 2008 年中頃にかけては投機資金の波状的な流入により 8,000

（US$/t）前後で高止まりを続けた。しかし、2008 年の世界的な金融危機により、銅価格は

2,000US$/t 弱まで大幅に下落した。その後、中国の大型景気刺激策をはじめ、各国の財政政

策によって銅価格は再び上昇に転じ、緩やかに上昇を続けた。2010 年初めのギリシャ危機

で一時銅価は下がったが、IME、EU による第一次支援が 2010 年 5 月に決定されると世界経

済は落ち着きを取り戻して銅価格は上昇傾向に再び反転した。銅価格はこの上昇によって

2011 年初めに 10,000（US$/t）を記録した。しかし、2011 年 6 月以降における世界的な金融

不安に伴い、2011 年秋には 6,000（US$/t）弱まで下落したが、米国の住宅市場と雇用の堅

調な増加、これを受けた個人消費の堅調さから回復への期待が高まり、銅価格も 8,000

（US$/t）程度へと再び上昇した。しかし、2012 年夏にはアメリカの政治先行きに不確実性

が高まり、企業の景況感は減速した。2012 年秋には金融市場を取り巻く緊張が緩和される

と株価も安定的に推移し、第 4 四半期に入ると新興国では高い伸びが見られた（2013、METI）。

銅価格もこの様な経済状況の変化に併せて騰落を繰返し、2014 年 5 月時点での LME 価格は

6883.88（US$/t）となっている。2007 年 1 月から 2012 年 10 月までの銅 LME 価格を図 59

に示す。 
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JOGMEC（2014） 

図 59 銅の LME 価格動向 

 

② 生産量 

 1970 年代の銅価低迷と債務の増大は、国営産銅会社の収益を悪化させ、その資金調達を

困難にした。チリ、メキシコ等は、生産量を増大させることにより、収入減を補う方向に

進んだ。特にチリは、外資導入を図ることなどにより著しく生産を伸ばし、1988 年には銅

鉱石生産が米国を追い抜いた。これに対し、米国の鉱山は、低銅価にチリ等からの輸入銅

との競争も加わり、休閉山に追い込まれる鉱山が多く、産銅量は減少した（JOGMEC、2007）。 

 1980～1990 年代は大規模鉱床が発見された時代であり、現在でも大規模な生産を誇って

いるインドネシアの Grasberg・チリの Escondida と Collahuasi・豪州の Olympic Dam 等が発

見され鉱山開発が行われた（澤田、2012）。 

 2002 年には、供給過剰からの価格低迷を背景に減産が叫ばれ、1990 年以来の対前年比減

産となった。2003 年も減産体制が継続され、ほぼ横ばいとなった。2004 年には、銅価格高

騰を背景に対前年比 6.2%増の 14,535（千 t）となった（JOGMEC、2006）。 
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JOGMEC（2014） 

図 60 銅鉱石生産量の動向 

 

 1990 年以前における地金の生産は、米国、ソ連（CIS）、日本、チリ、中国の順で緩やか

に生産量を増加した。このうち米国や日本等は地金消費国でもあり、地金を生産する製錬

所は消費地立地を主な特徴としていた。しかし、1990 年代に入るとチリで大規模鉱山の開

発が相次ぎ、それに伴い仕上がりコストが乾式製錬の 2/3 程度（JOGMEC、2007）とされる

SX-EW 法が山元に導入され、チリの地金生産量は 1990 年代中頃から大幅に増加した。逆に

既に山元で SX-EW を行っていた米国は、低い銅価格、チリ等からの輸入銅との競争で休閉

山に追い込まれる鉱山が多く、1990 年代後半から 2000 年代初頭にかけて銅地金の生産量が

急激に落ち込み、米国の地金生産量は 2000 年を前にチリに抜かれた。2000 年代に入ると世

界経済では中国の台頭が著しく、国内の銅地金需要を満たすため中国の地金生産量が急上

昇した。竹下（2013）によれば、世界の地金生産量は鉱山生産より伸び率が大きく、2011
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年地金生産量は 2002 年比 29%増、前年比 3.2%増の 1,979 万 t であった。国別では、中国が

2006 年にチリを抜いて世界第 1 位の地金生産国となり、2011 年の世界の地金生産の 26％を

占めている（図 61）。次に、チリが 16％、日本は 7%と第 3 位の生産国となっている。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 61 銅地金生産量の動向 

 

③ 消費量 

 1960 年代まで世界の主な銅地金の消費国は米国が 1 位であり、次いでドイツとなってい

た。1929 年の世界恐慌から第二次世界大戦終戦（1945 年）にかけて米国では銅地金の消費

量が著しく落ち込んだが、急激に回復し、その後緩やかに増加を続けた。一方、1960 年代

に入ると日本では高度経済成長に伴い、銅地金の消費量も拡大し、1970 年頃にはドイツを

抜いて日本が世界第 2 位の銅地金消費国となった。そのため、銅地金消費国の順位は、1 位

米国、2 位日本、3 位ドイツ、4 位中国、5 位韓国の順で各国とも順調に地金消費量を増加

させたが、途中 1973 年の第一次オイルショック、1979 年の第二次オイルショック（からそ

の後の景気停滞）では特に米国と日本で銅地金消費量に落ち込みが見られる。1990 年代に

入ると中国の経済成長に伴い、銅地金消費量が急激に上昇し、1990 年代後半には日本、2000

年代初頭には米国を抜いて中国の銅地金消費量は世界 1 位となった。中国の銅地金消費動

向と反する様に日本では 1991 年のバブル崩壊後に銅消費量が下落傾向に転じ、米国では

2000年に銅地金消費量を最大としたが同年の ITバブル崩壊とともに銅地金消費量は下落傾
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向となった。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 62 銅地金消費量の動向 

 

④ 開発案件の詳細 

 

表 38 主な新規鉱山 

Mine Name Country Holding Company Start 
Year 

Production 
Capacity 

(kt/ y) 

Recent Status 

Oyu Tolgai Mongolia Turquoise Hill Reources Lyd (66%), 
Mongolian Gov. (34%) 2013H1 450 Operation of process plant started in Dec. 2012. 

Full operation will start after 3-5 months. 

Las Banama Peru Xtrata 2017Q1 400 Cost for development: 5.2 billion US$, Mine life: 
18 years 

Cobre Panama Panama Inmet Mining (80%), Korean consortium 
(20) 2016 298 Production will start 2016. Cost for development: 

6.2 billion, mine reserve: 9 million t. 

Trident Zambia First Quantum (100%) 2014 250 Production capacity will be increased to be 2.7-3 
million t. 

Quellaveco Peru 
Anglo American (81.9%), Mitsubishi 
Corp. (18.1%) 

2016 225 Mine reserve: 10 million tone, mine life: 28 years. 
Government has already given the construction 
permission. Development will be finally decided 
at 2013Q3 after acquirement of water use 
permission. 
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Sierra Gorda Chile KGHM (55%), Sumitomo Metal Mining 
Corp.(31.5%), Sumitomo Corp. (13.5%) 2014Q1 220 Cost of development: 3 billion US$, Mine life: 20 

years. 

Toromocho Peru Alu,inum Corp. of China (100%) 2013Q3 210 Construction permission will be issued on Jan. 
2013. 

Salobo Brazil Vale (100%) 2012 200 Operation will launch on June 2012. Average 
grade: 0.69%. 

Konkola Deep Zambia Vedanta (79.4%), ZCCM (20.6%) 2012 190 Production capacity increase 400 kt/y by mining 
of deeper high grade ore. Mine life will lengthen 
to be 25 years. 

Antapaccay Peru Xstrata (100%) 2012 160 Production will start on Nov. 2012. Full operation 
will start 2013H. Mine reserve: 1billion t. copper 
grade: 0.49%. 

Ministro Hales Chile CODELCO (100%) 2013Q3 170 - 

Caserones Chile PPC (75%), Mitsui & CO (25%) 2013Q1 180 Copper concentrates (copper contents): 150 kt/y, 
SX-EW: 30 kt/y. 

Comstancia Peru HudBay Minerals (100%) 2014Q4 118 Full operation will be launched on 2015Q2. 

（竹下、2013）一部改編 

 

表 39 主な遅延・中断したプロジェクト 

Project Country Holding Company Planned 
start year 

Production 
Capacity 

(kt/y) 
Recent Status 

Tampakan Philippine Xstrata (62.5%), Indophil 
Resources (37.5%) 

2016 340 Construction stopped by provision for banning 
open-pit mining. Mine reserve: 1.5 million t. 
Production will start on 2019 but delay. 

Frieda PNG 
Xstrata (81.1%), 
Highlands Pacific 
(18.8%) 

2017 204 Development cost increase to 5.6 billion US$ by 
changing from thermal power to hydropower. Sale of 
interest will be under consideration. Construction will 
initially start until 2014. 

Galeno Peru Lumina Copper 2014 140 Operation is delayed to start on 2016due to 
permission lag by government. 

Tia Maria Peru Southern Copper - 120 Production will delay to start on 2015 by 
re-enforcement of EIA。 

Cerro Casale Chile Barrick Gold (75%), 
Kinross (75%) 

2014Q4 115 EIA was approved on Jan. 2013. Mine reserve: 13 
million t, Development cost: 6 billion US$. 
Construction decision was deterred by development 
cost raising and fear of power supply. 

Minas Conga Peru Newmont - 100 Protest campaign escalated by water resource 
problem and then development construction stopped. 

Antucoya Chile Antofagasta (80%), 
Marubeni Corp.(20%) 2014Q3 80 Project stopped by development cost raising. 

Development cost:1.3 billion US$, Mine life: 20 years. 

Boleo Mexico 
Baja mining (49%), 
Korean Consortium 
(51%) 

- 60 Development cost increased twice of 1.4 billion 
US$ and project delay by money raising. 

（竹下、2013）一部改編 

 

（２８） 鉛 

① 価格の動向 

 2008 年 1 月から 2013 年 8 月の鉛の LME 価格の動向を図 63 に示す。銅と同様ベースメタ

ルの 1 種である鉛は景気動向に大きく影響を受ける。2008 年以降はリーマンショックによ

る景気後退の影響を受け、鉛価格は 2008 年末～2009 年初めにかけて大きく下落した。その

後鉛価格は増加に転じて上昇を始め（価格上昇とともに在庫が増えるという奇妙な現象が

見られたが）、ギリシャ等のヨーロッパ債務危機の影響で 2010 年に一度下落、その後は中

国の景気回復等により 2,500（US$/t）程度で価格を維持していたが、2011 年の世界的な金

融不安の再燃やアメリカの財政の崖の懸念等による景気停滞・後退により鉛価格も 1,000
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（US$/t）後半で横ばいとなった。その後、2012 年後半になると景気を取り巻く緊張緩和に

よって鉛価格も徐々に増加したが、2013 年夏では 2,000（US$/t）程度となっている。 

 

 
JOGMEC（2014） 

図 63 鉛の LME 価格動向 

 

② 生産量及び消費量 

 1980 年代後半までは主要生産国のうち米国と豪州の鉛鉱石生産が大きく寄与していた

（図 64）。特にアメリカは 1960 年代後半から生産量を増やして世界 1 位となったが、1970

年代から徐々にその量を減らし始め、1980 年代前半には再び豪州に抜かれている。1980 年

代中頃からは、中国が鉛鉱石の生産を増加させており、1990 年代前半からは生産量を急激

に増大させ、1990 年代中頃には世界 1 位の豪州を一度抜いている。1990 年代後半から 2000

年代前半に中国の生産量は一度下落～停滞し、豪州の生産量と拮抗していたが、2000 年中

頃から中国の生産量が再び急激に増加を始め、他の主要国の生産量を大きく引き離してい

る。豪州は中国に生産量で抜かれた後に大きな増減はないが、全体としては概ね 600～700

（千 t）程度で横ばい傾向である。その他主要国ではペルーが徐々に生産量を増加させてい

るが、2008 年以降は減少傾向、メキシコは横ばい状態であったが 2008 年以降はペルーとは

逆に増加傾向となっている。1980 年代前半に豪州、1990 年代前半に中国に生産量で抜かれ

たアメリカは、近年全体として減少傾向にあるが、300～400（千 t）程度を維持し、中国、

豪州に次いだ鉱石生産国となっている。 
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JOGMEC（2014） 

図 64 鉛鉱石生産量の動向 

 

 鉛地金の消費では、2000年代前半までアメリカが長い間消費量世界 1位であった（図 65）。

アメリカの鉛地金消費量は 1955 年以降は増加傾向にあり、2000 年以降は 1,500（千 t）程度

でほぼ横ばいの状態となっている。2000 年前半以前では、アメリカに続き、ドイツ、中国

が主要な鉛地金消費国であり、その量も微増～横ばいの安定した状態であったが、1990 年

代中頃から中国の鉛地金消費量が急激に増加し、1995 年にドイツの消費量を抜いて中国が

世界 2 位となった。その後中国の地金消費量は微増であったが、2000 年を過ぎると中国の

地金消費量は再び急激な増加を始め、2000 年代中旬にはアメリカの消費量を越え、2010 年

では 4,500（千 t）以上と 1995 年頃の消費量と比べて約 9 倍の消費量になっている。また、

中国と同様の新興国であるインドは、2000 年代中頃を越えたあたりから地金消費量を増加
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させており、それまで主要な地金消費国の中でも下位に位置していたが、2010 年以降では

中国、アメリカに次ぐ地金消費量となっている。ドイツの鉛消費量は全体として 500（千 t）

で安定しているものの、傾向としては 1955 年から増加していたが、1990 年頃から減少傾向

となっている。さらに、勧告の地金消費量は 1980 年代前半から単増加を続けており、その

傾向はまだ続いていると思われる。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 65 鉛地金消費量の動向 

 

（２９） 亜鉛 

① 価格の動向 

 ベースメタルである亜鉛の価格は、2003 年以降亜鉛地金の在庫が年々増加する一方で、

他のベースメタルと同様にリーマンショックの影響で 2008年後半～2009年初めに大きく下

落し、1,000（US$/t）となった。その後価格は回復を始めたが、ヨーロッパ債務危機の影響

で 2010 年中頃には再び 1,500（US$/t）に下落した。2010 年秋以降は 2,500（US$/t）程度で

265



 

付 I-92 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

横ばいであったが、2011 年夏～秋にかけてヨーロッパ債務危機の再燃等による景気減速に

より下落を始め、2013 年秋には 1,500（US$/t）を越える程度となっている。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 66 亜鉛の LME 価格動向 

 

② 生産量及び消費量 

 亜鉛鉱石の生産は 1970 年後半までアメリカが世界 1 位の生産国であったが、1970 年後半

頃からアメリカの鉱石生産量は減少傾向となり、それまで生産量を徐々に増加させていた

豪州、ペルーに抜かれた（図 67）。豪州の鉱石生産量の増加速度はペルーを上回っており、

亜鉛鉱石生産量は豪州、ペルーの順であったが、1980 年代前半から中国の鉱石生産量が急

激に増加を開始し、1980 年代後半にはペルー、1990 年中旬には豪州を抜いて中国の鉱石生

産量が世界 1 位となったがその後も中国の鉱石生産量は急激な増加を続けて 2010 年には

4,000（千 t）程度となっている。一方で、1970 年代後半から生産量を減少させていたアメ

リカは、1990 年を境に 200（千 t）程度から 500（千 t）に生産量を増加させ、その後も 2000

年頃まで生産量を 800（千 t）程度まで増やしている。しかし、2000 年以降のアメリカの鉱

石生産量は 700（千 t）程度でほぼ横ばいである。また、2000 年前半まで生産量が低迷して

いたインドはそれ以降生産量を増加させており、2010 年頃にはアメリカの生産量を抜いて

いる。 
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JOGMEC（2014） 

図 67 亜鉛鉱石生産量の動向 

 

 亜鉛地金消費量は暫くの間アメリカ、日本、中国の順であった。亜鉛地金消費量が 1 位

のアメリカは 1980 年中頃まで 1,000（千 t）を挟んで増減を繰り返していたが、それ以降は

1,000（千 t）を越える量を消費していたが、2000 年頃から減少を開始して 2000 年後半には

1,000（千 t）を割っている。日本の地金消費量は 1970 年頃まで単増加であったが、1970 年

を超えると 1990 年頃まで 800（千 t）程度で横ばい状態が続き、1990 年を超えると次第に

減少傾向となっている。また、中国は 1990 年まで微増傾向であったが、1990 年を超えると

その消費量は増加の割合を速め、1990 年後半からは地金消費量は急激に増加するようにな

った。2010 年には中国の地金消費量は 1 つの国で 5,000（千 t）を越えている。また、イン
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ド及び韓国は 1975 年ころから徐々に同様な増加を続けており、2010 年の消費量は共に 700

（千 t）程度である。 

 

 
JOGMEC（2014） 

図 68 亜鉛地金消費量の動向 

 

⑤ 開発案件の詳細 

 亜鉛鉱山の開発・生産準備中のプロジェクト一覧を表 40 に示す。 

表 40 亜鉛の開発プロジェクト 
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JOGMEC（2014） 

 

（３０） すず 

① 価格の動向 

 錫は、低い融点（約 232℃）特性から電気・電子部品産業において Sn-Pb 共晶はんだ（Sn：

63%、融点：184℃）として多用されてきた。2006 年頃からは、環境規制の強化に伴う鉛フ
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リー化により、純錫はんだや、Sn-Ag-Cu 系などの鉛フリーはんだが実用化され広く用いら

れるようになっている。国際錫研究所（ITRI）によると、世界における錫需要のうち、はん

だ向けが 50～60%、このうち電気・電子部品向けはんだが 40～45%、産業向けはんだが 10%

後となっている（JOGMEC、2014）。 

 錫の価格は、金融危機に伴う 2009 年の景気後退時に 24,000（US$/t）から 17,000（US$/t）

に大幅に下落したが、2003 年より 2011 年までは増加傾向となっている。2009 年の価格下落

後に再び増加した錫の LME 価格は、2011 年に 32,460.60（US$/t）まで急騰した。しかし、

欧州金融不安や中国の経成長鈍化などの影響から、2012～2013 年の錫価格は 20,000～30,000

（US$/t）の間で騰落を繰り返す状況である。 

 

 

JOGMEC（2014） 

図 69 錫の LME 価格動向（月平均） 

 

② 生産量及び消費量 

 2012 年の錫鉱石の主要生産国は、中国、インドネシアであり、この 2 カ国で世界の生産

量の 70%占めている（表 39、図 69）。その他には、ペルー、ボリビア等で生産されている。

錫の供給で注目すべきは、近年、錫の再精錬とリサイクルによる生産が増加している点で

ある。国際錫研究所（ITRI）の発表では、二級品（セカンダリー）の再精錬による生産は、

2010 年時点で世界生産の 16～17%相当の 65（千 t）に達し、過去 5 年間で 30%増加したと

推計している。また、2010 年におけるスクラップによるリサイクル量も 74（千 t）とその

リサイクル率も 31.6%へと年々増加している。スクラップからのリサイクルは、はんだから

44（千 t）、青銅合金から 20（千 t）、その他から 10（千 t）と推計されている（JOGMEC、

2014）。 

 錫鉱石の生産量は 2003 年から 2005 年まで増加して 341（純分千 t）となったが、それ以
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降は 2007 年までの 3 年間は 340（純分千 t）程度の横ばいであった（図 69）。2008 年からは

310（純分千 t）程度に生産量を減少させ、そのまま 2010 年まで横ばいとなったが、2011 年

及び 2012 年の鉱石生産量は減少傾向となっている。 

 一方、電気錫の生産量及び消費量は毎年ほぼ同じ量であるが、2005 年までは増加傾向、

2005 年から 2008 年までは 350（純分千 t）程度でほぼ横ばい状態、2009 年には世界的な景

気減速を反映して 330（純分千 t）t 程度までやや減少するが、2010 年以降は 360（純分千 t）

以上となり横ばい状態を維持している。 

 

表 41 世界の錫需給動向 

（純分千 t） 

 
JOGMEC（2014） 
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JOGMEC（2014） 

図 70 世界の錫需給動向 
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１. モンゴル 

 

http://www.mm.gov.mn/news/page/96 

図 1 モンゴル鉱業省組織図 

 

財政投資課 

鉱業省 

国家管理局 

政策実施調整局 

戦略政策・計画局 

監査モニタリング評価局

燃料課 

鉱山課 

地質課 
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付 III-4 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

３. フィリピン 

 
http://mric.jogmec.go.jp/public/report/2005-10/philippines_05.pdf 

図 4 フィリピン鉱山地球科学局組織図 
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付 III-5 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

４. ベトナム 
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付 III-6 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

５. ミャンマー 

 

 

JOGMEC（2012） 

図 6 ミャンマー鉱山省組織図 
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付 III-7 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

６. カンボジア 

 

JOGMEC（2005） 

JOGMEC（2014） 

図 7 カンボジア工鉱業エネルギー省組織図 
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付 III-8 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

７. ラオス 

 

 
METI（2011） 

図 8 ラオス鉱山局組織図 
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付 III-9 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

８. カザフスタン 
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付 III-10 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

９. ソロモン諸島 

 

 

JOGMEC（2007） 

図 10 ソロモン諸島鉱山エネルギー局組織図 
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付 III-11 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

１０. フィジー 

 
http://www.lands.gov.fj/ 

http://www.lands.gov.fj/Lands/Department%20of%20Lands.html 

http://www.lands.gov.fj/mrd/MRD.html 

http://www.lands.gov.fj/LandUse/index.html 

図 11 フィジー国土鉱物資源省組織図 
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付 III-12 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

１１. PNG（パプアニューギニア） 

 
JOGEC（2006） 

図 12 PNG 鉱山省組織図 
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付 III-13 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

１２. ペルー 

 

JOGMEC（2010） 

図 13 ペルーエネルギー鉱山省
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鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

 

JOGMEC（2010） 

図 14 ペルーINGEMMET（地質鉱業冶金研究所）組織図 
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付 III-15 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

１３. ボリビア 

 

JOGMEC（2011） 

図 15 ボリビア鉱業冶金省組織図 

 

１４. ケニア 

 

 

図 16 ケニア地質調査所組織図 
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鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

 

 

在ケニア大使館より（2014/10/24 現） 

図 17 水・環境・天然資源省の組織図 
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付 III-17 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

１５. ウガンダ 

 

 

http://energyandminerals.go.ug/energy_department 

http://www.uganda-mining.go.ug/magnoliaPublic/en/AboutDGSM.html 

http://www.uganda-mining.go.ug/magnoliaPublic/en/AboutDGSM/SMMRP.html 

図 18 ウガンダエネルギー鉱物開発省組織図 
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付 III-18 
 

鉱業セクター・バックグラウンド調査（プロジェクト研究） ファイナル・レポート 

１６. マラウイ 

 
JICA（2014） 

図 19 マラウィ鉱山省組織図 

 

１７. アンゴラ 

 

JICA（2014） 

図 20 アンゴラ地質鉱山省組織図 
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１８. ボツワナ 

 

JICA（2014） 

図 21 ボツワナ鉱山エネルギー水資源省及び鉱山局組織図 

１９. モザンビーク 

 
JICA（2014） 

図 22 モザンビーク鉱物資源省組織図 
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２０. マダガスカル 

 

JICA（2014） 

図 23 マダガスカル鉱山省組織図 

 

２１. セーシェル 

    （組織図の情報なし） 
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２２. ザンビア 

 
JICA（2014） 

図 24 ザンビア鉱山・エネルギー・水資源省組織図 
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２３. コンゴ民主共和国 
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２４. タンザニア 

 

 

http://www.gst.go.tz/add/about_organisational.html 

図 26 タンザニア地質調査所組織図
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https://mem.go.tz/organisation-structure/ 

図 27 タンザニアエネルギー・鉱物省組織図 
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２５. ジンバブエ 

 

 

JICA（2014） 

図 28 ジンバブエ鉱山鉱業開発省組織図 
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２６. ルアンダ 
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２７. 南スーダン 

 

http://www.gurtong.net/Governance/Governments/Ministries/tabid/466/Default.aspx 

図 30 南スーダン石油鉱業省組織図 
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２８. ナミビア 

 

 

http://www.mme.gov.na/structure.htm 2014/10/16 

図 31 ナミビア鉱山エネルギー省 
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２９. ガーナ 

    （組織図の情報なし） 

 

 

 

３０. イラク 

    （組織図の情報なし） 
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